
担

当

課

（

室

）

目

次

発

行

岡

山

県

○

開

発

許

可

を

受

け

た

開

発

行

為

に

関

す

る

工

事

〃

の

完

了

担

当

課

（

室

）

○

〃

〃

目

次

【

監

査

公

表

】

○

平

成

二

十

九

年

度

の

行

政

監

査

の

結

果

の

公

表

監

査

事

務

局

【

告

示

】

○

県

税

に

係

る

徴

収

金

の

収

納

事

務

の

委

託

の

一

税

務

課

○

平

成

二

十

八

年

度

分

の

監

査

の

結

果

に

基

づ

き

〃

部

改

正

講

じ

た

措

置

の

状

況

の

公

表

○

優

良

図

書

の

推

奨

男

女

共

同

参

画

青

少

○

平

成

二

十

八

年

度

包

括

外

部

監

査

の

結

果

に

基

〃

年

課

づ

き

講

じ

た

措

置

の

公

表

○

有

害

図

書

の

指

定

〃

○

特

定

施

設

の

設

置

許

可

申

請

環

境

管

理

課

○

廃

棄

物

の

処

理

及

び

清

掃

に

関

す

る

法

律

に

基

循

環

型

社

会

推

進

課

づ

く

指

定

区

域

の

指

定

○

特

定

計

量

器

定

期

検

査

産

業

企

画

課

○

都

市

計

画

下

水

道

の

事

業

計

画

の

変

更

認

可

都

市

計

画

課

【

公

告

】

○

特

定

非

営

利

活

動

法

人

の

定

款

変

更

の

認

証

の

県

民

生

活

交

通

課

申

請

○

大

規

模

小

売

店

舗

の

変

更

の

届

出

の

縦

覧

経

営

支

援

課

○

〃

〃

○

土

地

改

良

区

役

員

の

退

任

届

耕

地

課

○

公

共

測

量

の

終

了

監

理

課

○

〃

〃

○

道

路

の

位

置

の

指

定

建

築

指

導

課

○

〃

〃

岡

山

県

公

報

平成３０年３月２７日 第１１９７６号



◎
岡
山
県
告
示
第
百
六
十
一
号

平
成
二
十
九
年
岡
山
県
告
示
第
二
百
九
号
（
県
税
に
係
る
徴
収
金
の
収
納
事
務
の
委
託
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

表
株
式
会
社
セ
コ
マ
の
項
中
「
株
式
会
社
セ
コ
マ
」
を
「
株
式
会
社
セ
イ
コ
ー
マ
ー
ト
」
に
改
め
、

同
表
株
式
会
社
シ
ス
テ
ム
ア
イ
シ
ー
の
項
を
削
る
。

附

則

こ
の
告
示
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



◎
岡
山
県
告
示
第
百
六
十
二
号

。

岡
山
県
青
少
年
健
全
育
成
条
例

昭
和
五
十
二
年
岡
山
県
条
例
第
二
十
九
号

第
七
条
の
規
定
に
よ
り

青
少
年
の
健
全
な
育
成
の
た
め
特
に
有
益
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
図
書
を
次
の
と
お
り
推
奨
す
る

）
（

、

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡

山

県

知

事

伊

原

木

隆

太

番
号

図
書

名
著

者
発

行
所

対
象

１
お

い
し

い
お

ひ
な

さ
ま

す
と

う
あ

さ
え

文
ほ

る
ぷ

出
版

幼
児

小
林

ゆ
き

子
絵

２
く

ま
の

こ
ポ

ー
ロ

前
田

ま
ゆ

み
作

・
絵

主
婦

の
友

社
〃

３
そ

う
だ

っ
た

の
か

！
し

ゅ
ん

か
ん

図
鑑

伊
地

知
国

夫
写

真
小

学
館

小
学

生
（

低
）

４
お

め
で

と
う

の
さ

く
ら

ま
ん

じ
ゅ

う
西

本
鶏

介
作

絵
本

塾
出

版
〃

（
低

）

野
須

あ
き

絵

５
わ

た
し

は
ヴ

ァ
ネ

ッ
サ

と
歩

く
ケ

ラ
ス

コ
エ

ッ
ト

作
・

絵
岩

崎
書

店
〃

（
低

）

６
ロ

ー
ラ

と
わ

た
し

キ
ア

ラ
・

ヴ
ァ

レ
ン

テ
ィ

ー
ナ

・
セ

グ
レ

文
徳

間
書

店
〃

（
中

）

パ
オ

ロ
・

ド
・

メ
ニ

コ
ー

ニ
絵

杉
本

あ
り

訳

７
助

っ
人

マ
ス

タ
ー

高
森

美
由

紀
作

フ
レ

ー
ベ

ル
館

〃
（

高
）

上
路

ナ
オ

子
絵

８
レ

モ
ン

の
図

書
室

Ａ
Ｌ

ｉ
ｂ

ｒ
ａ

ｒ
ｙ

ｏ
ｆ

ジ
ョ

ー
・

コ
ッ

ト
リ

ル
作

小
学

館
中

学
生

Ｌ
ｅ

ｍ
ｏ

ｎ
ｓ

杉
田

七
重

訳

９
笑

う
化

石
の

謎
ピ

ッ
パ

・
グ

ッ
ド

ハ
ー

ト
著

あ
す

な
ろ

書
房

〃

千
葉

茂
樹

訳

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



◎
岡
山
県
告
示
第
百
六
十
三
号

岡
山
県
青
少
年
健
全
育
成
条
例

昭
和
五
十
二
年
岡
山
県
条
例
第
二
十
九
号

第
十
条
第
一
項
の
規

）
（

定
に
よ
り

青
少
年
の
健
全
な
育
成
を
害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
図
書
を
次
の
と
お
り
指
定
す
る

、

。

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

番
号

種
別

名
称

発
行

者
等

１
月

刊
誌

週
刊

大
衆

ヴ
ィ

ー
ナ

ス
４

月
３

日
号

双
葉

社

２
〃

Ｅ
Ｘ

Ｍ
Ａ

Ｘ
！

エ
キ

サ
イ

テ
ィ

ン
グ

ぶ
ん

か
社

マ
ッ

ク
ス

４
月

号

３
〃

Ｂ
Ｏ

Ｙ
’

Ｓ
ピ

ア
ス

３
月

号
サ

ン
・

メ
デ

ィ

ア
レ

ッ
プ

４
〃

Ｃ
ｈ


ｒ
ｉ

＋
（

シ
ェ

リ
プ

ラ
ス

）
新

書
館

３
月

号

５
〃

恋
愛

白
書

パ
ス

テ
ル

４
月

号
宙

出
版

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



◎
岡
山
県
告
示
第
百
六
十
四
号

瀬
戸
内
海
環
境
保
全
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
百
十
号
）
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
申
請
の
あ
っ
た
特
定
施
設
の
設
置
の
許
可
申
請
の
概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

な
お
、
こ
の
特
定
施
設
を
設
置
す
る
こ
と
が
環
境
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
の
調
査
の
結
果
に
基
づ

く
事
前
評
価
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

１
申

請
の

概
要

申
請

者
の

氏
名

又
は

名
称

及
び

住
所

並
び

に
法

人
に

あ
て

は
そ

の
代

表
者

の
氏

名
(
1
)

っ

名
称

北
興

化
学

工
業

株
式

会
社

住
所

東
京

都
中

央
区

日
本

橋
本

町
一

丁
目

５
番

４
号

氏
名

代
表

取
締

役
社

長
中

島
喜

勝

工
場

又
は

事
業

場
の

名
称

及
び

所
在

地
(
2
)名

称
北

興
化

学
工

業
株

式
会

社
岡

山
工

場

所
在

地
玉

野
市

胸
上

番
地

4
0
2

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



(3) 特定施設に関する事項

区 分 新 設 新 設 廃 止 廃 止

46－イ 46－イ 46－イ 46－イ
有機化学工業製品製造 有機化学工業製品製造 有機化学工業製品製造 有機化学工業製品製造

種 類 業の用に供する水洗施 業の用に供する水洗施 業の用に供する水洗施 業の用に供する水洗施
設（Ｒ－３－８） 設（Ｒ－３－14） 設（Ｒ－３－８） 設（Ｒ－３－14）

能 力 同左 1.6㎥／時 同左1.6㎥／回，1.2～２回
／日

工 事 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに 同左 同左 同左

工 事 完 成 予 定 年 月 日 工事着手後１週間 同左 － 同左

使 用 開 始 予 定 年 月 日 工事完成後直ちに 同左 － 同左

使用時間間隔及び１日当たりの使用時間並
びにその使用に季節的変動がある場合はそ 連続24時間 同左 同左 同左
の概要

使用時において 区 分 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大
当該特定施設か
ら排出される汚 水 量（㎥／日） 2.5 9.5
水等の汚染状態
の通常の値及び ｐ Ｈ 0.5～2.5 0.5～2.5
最大の値並びに
当該汚水等の通 ＣＯＤ（㎎／Ｌ） 1,988 2,525
常の量及び最大
の量 Ｓ Ｓ（㎎／Ｌ） 33 57 同左 同左 同左

油 分（㎎／Ｌ） 32 41

Ｔ－Ｎ（㎎／Ｌ） 19 38

Ｔ－Ｐ（㎎／Ｌ） 6 10

備考 種類は，水質汚濁防止法施行令（昭和46年政令第188号）別表第１の号番号及び名称とする。

(4) 汚水等の処理施設に関する事項

変更なし

(5) 排水口に関する事項

変更なし

２ 縦覧の期間及び場所

(1) 期 間 平成30年３月27日から同年４月17日まで

(2) 場 所 岡山県環境文化部環境管理課及び玉野市役所

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



◎
岡
山
県
告
示
第
百
六
十
五
号

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
百
三
十
七
号
）
第
十
五
条
の
十

七
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
同
項
の
指
定
区
域
と
し
て
次
の
と
お
り
指
定
す
る
。

な
お
、
指
定
区
域
の
台
帳
は
、
岡
山
県
環
境
文
化
部
循
環
型
社
会
推
進
課
に
お
い
て
一
般
の
縦
覧
に

供
す
る
。

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
四
十
六
年
政
令
第
三
百
号
）
第
十
三
条

の
二
第
一
号
に
規
定
す
る
埋
立
地
の
区
域

産
業
廃
棄
物
の
最
終
処
分
場
に
係
る
埋
立
地

井
原
市
稗
原
町
字
鍋
山
七
三
八
番
の
一
部
、
七
三
九
番
の
一
部
、
七
四
〇
番
の
一
部
、
七
四
一
番

の
一
部
、
七
四
二
番
の
一
部
、
七
四
三
番
の
一
部
、
七
四
四
番
の
一
部
、
七
四
五
番
、
七
四
六
番
、

七
四
七
番
一
、
七
四
七
番
二
、
七
四
八
番
、
七
四
九
番
一
、
七
四
九
番
二
、
七
五
一
番
、
七
五
二
番

一
、
七
五
二
番
二
、
七
五
三
番
、
七
五
四
番
、
七
五
五
番
、
七
五
六
番
の
一
部
、
七
五
六
番
二
の
一

部
、
七
六
〇
番
二
の
一
部
、
七
七
三
番
二
の
一
部
、
七
七
三
番
三
の
一
部
、
八
〇
六
番
一
の
一
部
、

八
〇
六
番
二
の
一
部
、
八
〇
七
番
の
一
部
、
八
〇
八
番

二

備
考

１

指
定
区
域
の
位
置
の
詳
細
は
省
略
し
、
指
定
区
域
の
台
帳
の
縦
覧
を
も
っ
て
こ
れ
に
代
え
る
。

２

一
の
区
域
に
つ
い
て
は
、
平
成
三
十
年
二
月
二
十
八
日
に
お
け
る
行
政
区
域
そ
の
他
の
区
域
に

よ
っ
て
表
示
さ
れ
た
も
の
と
す
る
。

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



◎
岡
山
県
告
示
第
百
六
十
六
号

計
量
法
（
平
成
四
年
法
律
第
五
十
一
号
）
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
特
定
計
量
器
に
係
る
定

期
検
査
を
次
の
と
お
り
実
施
す
る
。

な
お
、
対
象
と
な
る
特
定
計
量
器
は
、
ひ
ょ
う
量
が
五
百
キ
ロ
グ
ラ
ム
以
下
の
非
自
動
は
か
り
（
計

量
法
施
行
令
（
平
成
五
年
政
令
第
三
百
二
十
九
号
）
第
五
条
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除

く

、
分
銅
及
び
お
も
り
と
す
る
。

。
）平

成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

定
期
検
査
を
行
う
区
域
、
場
所
及
び
期
日

区

域

場

所

期

日

赤
磐
市

赤
磐
市
仁
堀
出
張
所

平
成
三
十
年

一
〇:

三
〇
～

五
月
十
六
日

一
二:

〇
〇

赤
磐
市
山
方
研
修
セ
ン
タ
ー

〃

〃

一
三:

三
〇
～

一
五:

〇
〇

赤
磐
市
吉
井
支
所

〃

十
七
日

一
〇:

三
〇
～

一
二:

〇
〇

〃

〃

〃

一
三:

三
〇
～

一
五:

〇
〇

赤
磐
市
熊
山
支
所

〃

十
八
日

一
〇:
三
〇
～

一
二:

〇
〇

〃

〃

〃

一
三:

三
〇
～

一
五:
〇
〇

岡
山
東
農
業
協
同
組
合
赤
坂
支
所

〃

二
十
一
日

一
〇:

三
〇
～

一
二:

〇
〇

〃

〃

〃

一
三:

三
〇
～

一
五:

〇
〇

〃

〃

二
十
二
日

一
〇:

三
〇
～

一
二:

〇
〇

〃

〃

〃

一
三:

三
〇
～

一
五:

〇
〇

赤
磐
市
山
陽
産
業
会
館

〃

二
十
四
日

一
〇:

三
〇
～

一
二:

〇
〇

〃

〃

〃

一
三:

三
〇
～

一
五:

〇
〇

赤
磐
市
立
高
月
公
民
館

〃

二
十
五
日

一
〇:

三
〇
～

一
二:

〇
〇

赤
磐
市
立
西
山
公
民
館

〃

〃

一
三:

三
〇
～

一
五:

〇
〇

二

実
施
機
関

岡
山
県
指
定
定
期
検
査
機
関

一
般
社
団
法
人
岡
山
県
計
量
協
会

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



◎
岡
山
県
告
示
第
百
六
十
七
号

都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
六
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
岡
山
県
南
広

域
都
市
計
画
下
水
道
事
業
山
手
公
共
下
水
道
の
事
業
計
画
の
変
更
を
次
の
と
お
り
認
可
し
た
。

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

施
行
者
の

事
業
の
種
類
及
び
名
称

事

業

施

行

期

間

事

業

地

名

称

総
社
市

岡
山
県
南
広
域
都
市
計

昭
和
五
十
七
年
三
月
三
日

収
用
の
部
分

画
下
水
道
事
業

か
ら

変
更
な
し

山
手
公
共
下
水
道

平
成
三
十
三
年
三
月
三
十

使
用
の
部
分

一
日
ま
で

平
成
元
年
岡
山
県
告
示
第

八
百
十
五
号
の
事
業
地
に
、

西
郡
字
井
山
田
の
一
部
、
地

頭
片
山
字
田
中
の
一
部
、
西

坂
台
の
一
部
を
加
え
る
。
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〔
一
二
一
〕
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
（
平
成
十
年
法
律
第
七
号
）
第
二
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ

り
、
次
の
と
お
り
特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
定
款
変
更
の
認
証
の
申
請
が
あ
っ
た
。

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

申
請
の
あ
っ
た
年
月
日

平
成
三
十
年
三
月
十
九
日

二

申
請
に
係
る
特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
名
称

特
定
非
営
利
活
動
法
人
一
宮
小
あ
お
ぞ
ら
児
童
ク
ラ
ブ

三

代
表
者
の
氏
名

若
林

哲
也

四

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

津
山
市
二
宮
二
二
〇
〇
番
地
八
〇

五

定
款
に
記
載
さ
れ
た
目
的

こ
の
法
人
は
、
一
般
市
民
、
特
に
子
ど
も
及
び
そ
の
保
護
者
の
方
々
に
対
し
て
、
児
童
保
育
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
及
び
施
設
運
営
等
に
関
す
る
事
業
等
を
行
い
、
子
ど
も
の
健
全
育
成
と
地
域
に
お
け
る

子
育
て
支
援
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

六

変
更
す
る
事
項

名
称
及
び
会
議
に
関
す
る
事
項

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



〔
一
二
二
〕
大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
六
条
第
三
項
に
お
い
て
準

用
す
る
同
法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
大
規
模
小
売
店
舗
の
変
更
の
届
出
に
つ
い
て
、
縦

覧
に
供
す
る
。

こ
の
公
告
に
係
る
大
規
模
小
売
店
舗
を
設
置
す
る
者
が
そ
の
周
辺
の
地
域
の
生
活
環
境
の
保
持
の
た

め
配
慮
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
意
見
を
有
す
る
者
は
、
同
法
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
縦
覧
期

間
満
了
の
日
ま
で
に
知
事
に
意
見
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

届
出
事
項
の
概
要

１

大
規
模
小
売
店
舗
の
名
称
及
び
所
在
地

名
称

ノ
ー
ス
ラ
ン
ド

所
在
地

津
山
市
上
河
原
字
上
髭
田
一
六
〇
番
二
ほ
か

２

届
出
者
の
名
称
、
住
所
及
び
代
表
者
の
氏
名

名
称

株
式
会
社
三
和

住
所

津
山
市
川
崎
一
四
七
番
地

代
表
者
の
氏
名

代
表
取
締
役

石
原

祐
佶

３

変
更
事
項

大
規
模
小
売
店
舗
に
お
い
て
小
売
業
を
行
う
者
の
名
称
、
住
所
及
び
代
表
者
の
氏
名

（
変
更
前
）
届
出
書
別
紙
一
に
記
載
の
と
お
り

（
変
更
後
）
届
出
書
別
紙
一
に
記
載
の
と
お
り

４

変
更
年
月
日

平
成
二
十
九
年
二
月
二
十
六
日
ほ
か

二

届
出
年
月
日

平
成
三
十
年
三
月
十
五
日

三

縦
覧
の
期
間
及
び
場
所

１

縦
覧
の
期
間

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日
か
ら
同
年
七
月
二
十
七
日
ま
で

２

縦
覧
の
場
所

岡
山
県
産
業
労
働
部
経
営
支
援
課
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〔
一
二
三
〕
大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
六
条
第
三
項
に
お
い
て
準

用
す
る
同
法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
大
規
模
小
売
店
舗
の
変
更
の
届
出
に
つ
い
て
、
縦

覧
に
供
す
る
。

こ
の
公
告
に
係
る
大
規
模
小
売
店
舗
を
設
置
す
る
者
が
そ
の
周
辺
の
地
域
の
生
活
環
境
の
保
持
の
た

め
配
慮
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
意
見
を
有
す
る
者
は
、
同
法
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
縦
覧
期

間
満
了
の
日
ま
で
に
知
事
に
意
見
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

届
出
事
項
の
概
要

１

大
規
模
小
売
店
舗
の
名
称
及
び
所
在
地

名
称

ノ
ー
ス
ラ
ン
ド

所
在
地

津
山
市
上
河
原
字
上
髭
田
一
六
〇
番
二
ほ
か

２

届
出
者
の
名
称
、
住
所
及
び
代
表
者
の
氏
名

名
称

株
式
会
社
三
和

住
所

津
山
市
川
崎
一
四
七
番
地

代
表
者
の
氏
名

代
表
取
締
役

石
原

祐
佶

３

変
更
事
項

大
規
模
小
売
店
舗
の
施
設
の
運
営
方
法
に
関
す
る
事
項

大
規
模
小
売
店
舗
に
お
い
て
小
売
業
を
行
う
者
の
閉
店
時
刻

(1)
（
変
更
前
）

ア

株
式
会
社
マ
ル
イ

午
後
十
時

イ

日
笠
商
事
株
式
会
社

午
後
十
二
時

ウ

株
式
会
社
大
黒
屋

午
後
九
時

エ

株
式
会
社
ザ
グ
ザ
グ

午
後
九
時

オ

株
式
会
社
バ
ッ
カ
ス

午
後
十
時

カ

未
定
店
舗
五

午
後
十
時

キ

未
定
店
舗
六

午
後
十
時

（
変
更
後
）

ア

株
式
会
社
マ
ル
イ

午
後
十
時

イ

日
笠
商
事
株
式
会
社

午
後
十
二
時

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



ウ

株
式
会
社
大
黒
屋

午
後
九
時

エ

株
式
会
社
ザ
グ
ザ
グ

午
後
十
二
時

オ

株
式
会
社
バ
ッ
カ
ス

午
後
十
時

カ

未
定
店
舗
五

午
後
十
時

キ

未
定
店
舗
六

午
後
十
時

荷
さ
ば
き
施
設
に
お
い
て
荷
さ
ば
き
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
時
間
帯

(2)
（
変
更
前
）

ア

荷
さ
ば
き
施
設
一

午
前
六
時
か
ら
午
後
十
時
ま
で

イ

荷
さ
ば
き
施
設
二

午
前
六
時
か
ら
午
後
十
時
ま
で

ウ

荷
さ
ば
き
施
設
三

午
前
六
時
か
ら
午
後
十
時
ま
で

エ

荷
さ
ば
き
施
設
四

午
前
四
時
か
ら
午
後
九
時
ま
で

（
変
更
後
）

ア

荷
さ
ば
き
施
設
一

午
前
六
時
か
ら
午
後
十
時
ま
で

イ

荷
さ
ば
き
施
設
二

午
前
零
時
か
ら
午
後
十
二
時
ま
で
（
二
十
四
時
間
）

ウ

荷
さ
ば
き
施
設
三

午
前
六
時
か
ら
午
後
十
時
ま
で

エ

荷
さ
ば
き
施
設
四

午
前
四
時
か
ら
午
後
九
時
ま
で

４

変
更
年
月
日

平
成
三
十
年
三
月
二
十
一
日

二

届
出
年
月
日

平
成
三
十
年
三
月
十
五
日

三

縦
覧
の
期
間
及
び
場
所

１

縦
覧
の
期
間

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日
か
ら
同
年
七
月
二
十
七
日
ま
で

２

縦
覧
の
場
所

岡
山
県
産
業
労
働
部
経
営
支
援
課
及
び
津
山
市
産
業
経
済
部
経
済
政
策
課
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〔
一
二
四
〕
土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
十
八
条
第
十
六
項
の
規
定
に
よ

り
、
土
地
改
良
区
役
員
の
退
任
の
届
出
が
あ
っ
た
。

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

土
地
改
良
区
の
名
称

児
島
湾
土
地
改
良
区

二

退
任
役
員

退
任
役
員

理
事
監

住

所

氏

名

事
の
別

後
藤

弘

岡
山
市
南
区
西
七
区
四
八
六

理

事

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



〔
一
二
五
〕
測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
八
号
）
第
三
十
九
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法

第
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
井
原
市
長
か
ら
次
の
と
お
り
公
共
測
量
を
終
了
し
た
旨
の
通
知
が

あ
っ
た
。

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

測

量

区

域

測

量

の

種

類

終

了

年

月

日

井
原
市
岩
倉
地
内

公
共
測
量
（
二
級
基
準
点
測
量
）

平
成
三
十
年
三
月
一
日
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〔
一
二
六
〕
測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
八
号
）
第
三
十
九
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法

第
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
岡
山
県
備
前
県
民
局
長
か
ら
次
の
と
お
り
公
共
測
量
を
終
了
し
た

旨
の
通
知
が
あ
っ
た
。

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

測

量

区

域

測

量

の

種

類

終

了

年

月

日

赤
磐
市

一
・
二
級
基
準
点
測
量

平
成
三
十
年
二
月
二
十
八
日
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〔
一
二
七
〕
建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第
四
十
二
条
第
一
項
第
五
号
の
規
定

に
よ
り
、
次
の
と
お
り
道
路
の
位
置
を
指
定
し
た
。

そ
の
関
係
図
面
に
つ
い
て
は
、
岡
山
県
備
中
県
民
局
建
設
部
管
理
課
に
お
い
て
、
一
般
の
縦
覧
に
供

す
る
。平

成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

番

号

道
路
の
幅
員

道
路
の
延
長

道

路

の

位

置

（

）
（

）

指

定

年

月

日

メ
ー
ト
ル

メ
ー
ト
ル

岡
山
県
指
令
備
中
局

高
梁
市
落
合
町
阿
部
字
柳
谷
三
町
田
一
八

四
・
〇
〇

三
〇
・
一
七

建
第
二
〇
四
七
号

一
四
番
四
、
一
八
一
四
番
七
、
字
柳
谷
一

平
成
三
十
年
三
月
十

八
一
六
番
三

九
日
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〔
一
二
八
〕
建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第
四
十
二
条
第
一
項
第
五
号
の
規
定

に
よ
り
、
次
の
と
お
り
道
路
の
位
置
を
指
定
し
た
。

そ
の
関
係
図
面
に
つ
い
て
は
、
岡
山
県
美
作
県
民
局
建
設
部
管
理
課
に
お
い
て
、
一
般
の
縦
覧
に
供

す
る
。平

成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

番

号

道
路
の
幅
員

道
路
の
延
長

道

路

の

位

置

（

）
（

）

指

定

年

月

日

メ
ー
ト
ル

メ
ー
ト
ル

岡
山
県
指
令
美
作
局

勝
田
郡
勝
央
町
勝
間
田
字
平

㲎

五
九
番
一

六
・
〇
〇

三
八
・
二
二

建
第
六
〇
一
七
号

四
、
五
九
番
一
八

平
成
三
十
年
三
月
十

六
・
〇
〇

三
八
・
二
八

六
日
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〔
一
二
九
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。

平
成
三
十
年
三
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称

総
社
市
新
本
字
市
場
三
四
三
二

一
、
三
四
三
四

一

－
－

二

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名

総
社
市
中
原
五
八
二
プ
ロ
ミ
ネ
ン
ス
一
〇
一
号

小
坂

啓
二

三

許
可
番
号

岡
山
県
指
令
建
指
第
三
三
七
号
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〔
一
三
〇
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
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第１ 監査のテーマ及び目的

１ 監査のテーマ

「子ども」に関する相談業務の実施状況について

２ 監査の目的

本県では，平成 29 年度から「新晴れの国おかやま生き活きプラン」に基づき，す

べての県民が明るい笑顔で暮らす「生き活き岡山」の実現を基本目標とし，各種施

策に取り組んでいる。

こうした中，誰もが安心して子育てできる環境の整備や地域ぐるみでの子育て支

援の充実は大きな課題であるが，「子ども」を取り巻く環境は，社会構造の変化等

により多様化，複雑化し，また，子育てに関する悩みや問題も様々であり，その解

決や支援に向けた相談業務は重要性を増している。

そこで，妊娠・出産から子育ての時期を経て青年期に至る過程での「子ども」を

対象に，子ども自身や保護者等が抱える悩みや問題等に対応する各種相談業務の実

態を把握するとともに，県民のニーズに応えた相談業務が実施されているかなどに

ついて検証し，「生き活き岡山」の実現に向けた今後の事務の向上に資することを

目的とする。

第２ 監査の実施概要

１ 監査の対象相談業務

「子ども」に関する相談とは，保護者等が抱える子育てに係る様々な悩みや疑問，

子どもに関わる心配事やトラブル，また，子ども自身が抱える学校生活や友人関係，

家族等に関する悩み，自分自身の心や身体に関する疑問や不安等について，その解

消や問題解決につながる相談業務とし，幅広く捉えることとした。

また，「子ども」については，18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間

にある者とし，各種相談業務の中から，次に掲げる(1)から(3)のいずれにも該当す

るものを，監査の対象相談業務とした。

(1) 県が実施主体として県民を対象に行っているもの（県が委託により実施してい

るものを含む）

(2) 平成 28 年度において，年間を通じて常設または概ね月１回以上開設されてい

たものであって，平成 29 年度も引き続き実施しているもの

(3) 次のいずれかに該当するもの

① 県の組織に関する規則等により分掌事務として位置づけられているもの

② 法律や制度の枠組みにより設置が求められているもの

③ 県の要綱等により実施しているもの

④ 県のホームページや広報誌，各機関が作成したパンフレット等により県民に

周知され，実態として組織的に相談対応が行われているもの

ただし，以下に掲げる業務は除外した。

ア 県職員や自治体職員等のみを対象とするもの
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イ 許認可や認定，登録，届出，資格・試験等に係る申請受付業務

ウ 書類の記載方法や事務の流れ等に関する照会等に対する回答

２ 監査の対象機関

県が県民を対象として「子ども」に関する相談窓口を設置または所管している所

属

３ 監査の実施期間

平成 29 年 10 月から平成 30 年３月まで

４ 監査の実施方法

監査対象相談業務の実態を把握するため，事前調査として，全部局に対し事前調

査票の提出を求め，その結果を踏まえて，監査対象機関を選定し，相談業務の実施

状況について監査調書による詳細調査及び聞き取り調査（現地調査）を実施し，そ

の結果に基づき監査を行った。

５ 監査の着眼点

監査は，主に次の着眼点に基づき実施した。

(1) 相談窓口の体制は適切か。

(2) 相談業務は適切かつ効果的に実施されているか。

(3) 広報は十分行われているか。

(4) 各関係機関との連携は図られているか。

(5) 相談事業の検証及び改善は行われているか。

(6) 相談内容の分析等により施策への反映は行われているか。

第３ 監査対象相談業務の概要

監査対象相談業務については，事前調査の結果，〔表１〕のとおり実施されてい

た。

〔表１〕 相談業務実施機関（相談窓口）一覧表 ＜事前調査結果＞

部局・課 相談業務 実施機関（相談窓口） 備考

県民
生活
部

男女共同参画青少

年課

青少年に関する相談全般 青少年総合相談センター
総合相談窓口
（愛称：ハートフルおかやま 110）

保

健

福

祉

部

医療推進課 小児医療相談 小児救急医療電話相談 委託

健康推進課 妊娠・出産に関する相談 おかやま妊娠・出産サポートセンター 委託

不妊に関する相談 不妊専門相談センター 委託

乳幼児の発達支援相談 備前保健所・備前保健所東備支所・備

中保健所・備中保健所井笠支所・備北

保健所・備北保健所新見支所・真庭保
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健所・美作保健所・美作保健所勝英支

所

こころの健康相談 備前保健所・備前保健所東備支所・備

中保健所・備中保健所井笠支所・備北

保健所・備北保健所新見支所・真庭保

健所・美作保健所・美作保健所勝英支

所

精神保健福祉センター（来所・電話相

談）

自殺予防相談 岡山いのちの電話 委託

子ども家庭課 ひとり親家庭に関する相談 各県民局健康福祉部福祉振興課

（母子･父子自立支援員）

ひとり親家庭支援センター 委託

子どもに関する相談全般 中央児童相談所・倉敷児童相談所・倉

敷児童相談所高梁分室・倉敷児童相談

所高梁分室新見相談室・倉敷児童相談

所井笠相談室・津山児童相談所

障害福祉課 障害児に関する相談 岡山県手をつなぐ育成会

心身障害児（者）療育相談コーナー

委託

発達障害に関する相談 おかやま発達障害者支援センター 委託

教

育

委

員

会

生涯学習課 子ども自身からの相談

（いじめ，性，生き方，家族･

友人関係）

子どもほっとライン

子育てに関する相談 すこやか育児テレホン

生徒指導推進室 教育相談（いじめ，不登校，

非行，教育，性格・行動，進

路，子育て等）

青少年総合相談センター 教育相談

倉敷教育相談室・高梁教育相談室・津

山教育相談室

進路相談 青少年総合相談センター 進路相談

子どものＳＯＳ全般の相談 24 時間子供ＳＯＳダイヤル

総合教育センター 養育，教育上の心配事に関

する相談

総合教育センター 教育相談

警

察

本

部

少年課 少年相談（非行，犯罪被害，

いじめ，学校問題等）

岡山少年サポートセンター

（ヤングテレホン・ヤングメール）

倉敷少年サポートセンター・津山少年

サポートセンター（電話相談）

計 48 機関

各相談業務は，いずれの機関も何らかの根拠規定等に基づき実施されてい

る。〔資料１〕
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各相談機関が受け付けた相談の総件数は，年間６万件弱であり〔資料２〕，その

うち，監査対象とした相談の受付件数は約半数となっている。

また，相談窓口の設置状況（対応方法）は，来所（面談）及び電話での対応が主

であり，電子メール（以下「メール」という。）やＦＡＸでの対応は少ない。〔資

料３〕

〔資料１〕 相談業務の根拠規定等 （単位：機関）

県の組織に関す
る規則等により
分掌事務となっ
ているもの

法律や制度の枠

組みによるもの

県 が 定 め た 要

綱・要領等によ

るもの

その他

（国の要綱等）

計

6 20 19 3 48

〔資料２〕 各相談機関が受け付けた相談件数 （単位：件）

部局名 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 計

県民生活部 1,987 1,436 1,565 4,988

保健福祉部 46,234 50,085 48,835 145,154

教育委員会 7,633 7,151 6,377 21,161

警 察 本 部 336 356 246 938

計 56,190 59,028 57,023 172,241

※各相談機関が受け付けた総件数であり，「子ども」に関する相談以外の件数も含まれる

〔資料３〕 方法別相談窓口設置状況 （内訳は複数回答，単位：機関）

来所（面談） 電 話 ＦＡＸ メール 訪 問 その他 計

43 39 3 7 19 6 117

これら相談業務実施機関（相談窓口）のうち，監査対象とした相談の受付件数が

多いものや各部局の主要な相談業務であるものを中心に，運営形態や相談対応方法

等も考慮の上，監査対象機関（21 機関）を選定し〔表２〕，監査調書による詳細調

査及び一部の機関については聞き取り調査（現地調査）を実施した。

〔表２〕 監査対象機関一覧表

№ 監査対象機関 相談業務実施機関

（相談窓口）

相談業務 部局 備考

01 男女共同参画青少年課 青少年総合相談センター
総合相談窓口
（ハートフルおかやま110）

青少年に関する相談全般 県民
生活
部

※

02 医療推進課 小児救急医療電話相談 小児医療相談
保

健

福

祉

部

委託

03 健康推進課 おかやま妊娠・出産サポー

トセンター

妊娠・出産に関する相談 委託

04 備前県民局

健康福祉部保健課

備前保健所

乳幼児の発達支援相談
05 備中県民局

健康福祉部備北保健課

備北保健所

06 備中県民局

健康福祉部保健課

備中保健所

こころの健康相談

※

07 備中県民局健康福祉部 備北保健所新見支所
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新見地域保健課

08 美作県民局

健康福祉部保健課

美作保健所

09 精神保健福祉センター 精神保健福祉センター

（来所・電話相談）

10 子ども家庭課 ひとり親家庭支援センター ひとり親家庭に関する相談 委託

11 福祉相談センター 中央児童相談所

子どもに関する相談全般

※

12 倉敷児童相談所 倉敷児童相談所

13 津山児童相談所 津山児童相談所

14 障害福祉課 岡山県手をつなぐ育成会

心身障害児（者）療育相談

コーナー

障害児に関する相談 委託

15 障害福祉課 おかやま発達障害者支援セ

ンター

発達障害に関する相談 委託

16 生涯学習課 子どもほっとライン 子ども自身からの相談全般

教

育

委

員

会

17 生徒指導推進室 青少年総合相談センター

教育相談

教育相談 ※

18 生徒指導推進室 高梁教育相談室

19 生徒指導推進室 24時間子供ＳＯＳダイヤル 子どものＳＯＳ全般の相談

20 総合教育センター 総合教育センター

教育相談

養育・教育に関する相談全

般

21 少年課 岡山少年サポートセンター

（ヤングテレホン・ヤング

メール）

少年相談
警察

本部

※

備考欄「※」は聞き取り調査実施機関 計 21 機関

第４ 監査の結果

１ 相談員について

(1) 相談員の配置状況

相談員の配置状況は，〔資料４〕のとおりであり，非常勤嘱託職員とその他職

員（以下「非常勤職員等」という。）のマンパワーを欠かすことはできない。21

機関のうち，６機関が非常勤職員等のみで相談業務を実施している。

21 機関の全相談員数は 446 名で，その内訳は〔資料５－１，５－２〕のとおり

であり，常勤職員の 24％の職員が，非常勤職員等の 60％の職員が専任で相談業務

に従事している。

全相談員のうち何らかの有資格者は，常勤職員の約６割，非常勤職員等の約４

割であり，主な資格は，常勤職員においては，児童福祉司 35 名，児童心理司 16

名，保健師 19 名，臨床心理士等となっており，非常勤職員等については，臨床心

理士 26 名，医師，看護師等となっている。

非常勤職員等で，有資格者以外の者は，元教職経験者や，以前に同様の相談業

務に従事した経験のある者が多く，中には，他の相談機関の相談員と兼務してい

る者もあった。

また，大学や大学院で児童福祉，心理学等を専攻している学生が，相談対応に
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係る研修等を受講して，相談業務に従事している者もあった。

〔資料４〕 相談員の配置状況 （単位：機関）

常勤職員のみ
常勤職員と
非常勤職員等

非常勤職員等
のみ

計

2 (1) 13 (3) 6 (1) 21 (5)

※ 表中の括弧書きの数は，委託により実施している機関の数で内数

以下の〔資料〕においても，同じ表記としている

※「非常勤職員等」は，非常勤嘱託職員とその他職員（ボランティア等）

〔資料５－１〕 勤務形態別相談員の内訳

〔資料５－２〕 専任相談員と兼任相談員の別

(2) 相談員の研修等の実施状況

相談員の資質向上のための研修等の実施については，21 機関のうち 13 機関

において複数の研修等を実施している一方で，８機関においては実施していな

い。なお，実施していない機関においても，相談業務に直接関係はないが，所

持している資格のスキルアップを目的とした研修は実施している。

研修等の主催者は，各相談機関，県，医師会等各種団体，及び子どもの虹情

報研修センター等の研修機関などであり，研修内容は，相談の対応方法等相談

員初任者向けの基礎的な研修をはじめ，経験年数に応じた専門的な研修，ひき

こもりや発達障害等の事案に特化した専門研修，実際の相談事例に基づいた研

修等様々である。研修１回当たりの日数は１～３日程度のものが多く，受講者

数については，相談機関自らが主催している研修では，相談員のほぼ全員が受

講しているものもあるが，外部機関で実施されている専門性の高い研修ほど受

講者数は少ない。

「児童相談所」においては，特に，人材育成研修に力を入れており，年間計

常勤・専任

7%

常勤・兼任

22%非常勤・専任

43%

非常勤・兼任

28%

専任 60%

専任 24%

兼任 40%

兼任 76%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常勤

常 勤
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画を立て，経験年数に応じた研修プログラムを用意し，受講対象となる職員は

全員受講させている。

「青少年総合相談センター」が設置されている，岡山県総合福祉・ボランテ

ィア・ＮＰＯ会館（以下「きらめきプラザ」という。）には，子どもに関する

相談機関だけでなく，消費生活センターや交通事故相談所，男女共同参画推進

センター（ウィズセンター）等様々な相談機関が入居しているが，「青少年総

合相談センター総合相談窓口」（以下「総合相談窓口」という。）が中心とな

り，入居する相談機関全体でそれぞれ相談事例を持ち寄り，相談業務の枠を超

えた事例研修会を毎月実施している。

(3) 相談員の身体的・精神的ストレスの軽減を図るための取り組み

各相談機関では，相談員の相談業務によって生じる身体的・精神的ストレス

を軽減するためにそれぞれ対策に取り組んでいるが，その主な内容は，相談員

相互の情報共有や情報交換，相談機関内での相談しやすい職場環境の整備など

である。その他に，「中央児童相談所」では，総務部人事課が実施しているス

トレスチェックの集団分析結果を踏まえて，職員にアンケート調査を行い，労

務管理面からの対策にも取り組んでいる。なお，５機関においては，特に取り組

みを行っていない。〔資料６〕

〔資料６〕 相談員の身体的・精神的ストレス軽減に関する取り組み

（内訳は複数回答，単位：機関）

情 報 共 有

情 報 交 換

相 談 し や
す い 職 場
環 境 の 整
備

上司等によ
るスーパー
バイズ

ストレスチェ
ックやメンタ
ルヘルス研修

ノー残業デイ・
年 休取得促 進
等 労務管理 上
の取り組み

特になし

6 (1) 7 2 2 (1) 2 5 (3)

２ 相談業務の実施状況等について

(1) 相談方法

相談窓口は，電話相談に特化した「小児救急医療電話相談」，「24 時間子供

ＳＯＳダイヤル」と，来所（面談）により医師等の専門相談を実施している「備

前保健所・備北保健所」の乳幼児発達支援相談及び「備中保健所・備北保健所

新見支所・美作保健所」のこころの健康相談を除き，複数の方法で相談に対応

している。全体の状況については，〔資料７〕のとおりである。

〔資料７〕 相談対応方法 （内訳は複数回答，単位：機関）

来所（面談） 電 話 ＦＡＸ メール 訪 問 その他 計

18 (4) 16 (5) 7 (3) 9 (3) 5 (2) 4 (1) 59 (18)

※「その他」は，文書によるもの等

来所（面談）による相談は，原則，予約制となっており，勤務の割り振り変
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更で対応している「総合教育センター教育相談」を除き，通常の勤務時間内で

曜日や時間帯を特定して実施されている。

電話相談についても，曜日や時間帯を特定して実施している機関があるが，

通常の勤務時間内で対応している。また，交替制勤務により，21 時 30 分まで

相談を受け付けている機関もあるが，その数は限られている。

メール相談は，24 時間受付をしているが，緊急性のある事案を除き，返信等

の対応は通常の勤務時間内となっている。

訪問による相談については，一部の機関において必要に応じて実施されてい

る。

なお，ＦＡＸによる相談は，７機関において対応可能となっているが，現状

では相談実績はほぼ無い。

電話相談及びメール相談のうち，夜間（22 時以降）対応をしている機関は，

「小児救急医療電話相談」及び「24 時間子供ＳＯＳダイヤル」の電話相談と，

「岡山少年サポートセンター」の電話・メール相談（ヤングテレホン・ヤング

メール）の３機関である。「小児救急医療電話相談」は，夜間対応を主な目的

として設置されたものであり，看護師等の相談員が配置されている。他の２機

関については，「24 時間子供ＳＯＳダイヤル」では深夜専門の相談員が，「岡

山少年サポートセンター」では警察本部生活安全部の宿当直の警察官が当たっ

ている。

なお，「児童相談所」で実施している緊急一時保護や児童虐待通告相談につ

いては，相談方法や勤務時間等に関わらず，24 時間 365 日，常に対応している

ことは言うまでもない。夜間・休日の時間帯は，リスクアセスメントが可能な

児童福祉司等の職員が１週間交代で緊急連絡用携帯電話を所持しており，実際

に緊急事案が発生すれば，職員２名が出勤して対応に当たる。多いときには，

週に２～３件，あるいは，同日に２件の相談を受理し対応に当たることもある。

(2) 相談件数

過去３年間（平成 26～28 年度）の相談件数の合計は，〔資料８－１〕のと

おりであり，電話相談が 73.7％と大部分を占めており，次に，来所（面談），

メール相談が続いている。なお，「不明」と分類されているものは，相談方法

別集計を行っていない相談機関の件数であるが，概ね，電話相談や来所（面談）

が占めている。

各年度の相談件数の状況は，〔資料８－２，８－３〕のとおりである。

全体としては，相談方法によりそれぞれ件数に増減はあるものの，方法別相

談件数の各年度の全相談件数に占める割合は，来所（面談）及び電話相談は減

少傾向にある。また，メール相談については，件数はまだまだ少ないものの，

その割合は微増傾向にある。
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〔資料８－１〕 方法別相談件数の内訳（H26～28 年度（３年間）の合計件数）

※「その他」には，「ＦＡＸ」を含む

〔資料８－２〕 方法別相談件数の３年間の状況

※「その他」には，「訪問」，「ＦＡＸ」を含む

〔資料８－３〕 各年度における方法別相談件数の占める割合

※「その他」には，「訪問」，「ＦＡＸ」を含む

（注）・相談件数は，相談機関により集計方法が異なるため，監査対象以外の件数も含まれる。
・「不明」は，方法別集計を行っていない相談機関の件数である。

来所(面談) 1,907

来所(面談) 2,210

来所(面談) 2,160

電話 22,751

電話 24,267

電話 22,270

メール 1,343

メール 1,340

メール 945

その他 116

その他 110

その他 147

不明 5,382

不明 5,321

不明 3,760

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

H28
(31,499)

H27
(33,248)

H26
(29,282)

件

年
度

来所(面談) 6.1%

来所(面談) 6.6%

来所(面談) 7.4%

電話 72.2%

電話 73.0%

電話 76.1%

メール 4.3%

メール 4.0%

メール 3.2%

その他 0.3%

その他 0.4%

その他 0.5%

不明 17.1%

不明 16.0%

不明 12.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H28

H27

H26

年
度

区分 相談件数

来所（面談） 6,277

電話 69,288

メール 3,628

訪問 326

ＦＡＸ 1

その他 46

不明 14,463

計 94,029

来所(面談)

6.7%

電話 73.7%

メール

3.9%

訪問 0.3%

その他

0.0%
不明 15.4%
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機関別相談件数については，「中央児童相談所」の子ども・家庭電話相談室，

「高梁教育相談室」，「総合教育センター教育相談」，「岡山少年サポートセ

ンター」の電話相談（ヤングテレホン）では減少傾向が見られる。平成 28 年

度の相談件数は平成 26 年度に比べ，「中央児童相談所」の子ども・家庭電話

相談室では，約４割，「岡山少年サポートセンター」の電話相談（ヤングテレ

ホン）では，約３割減少している。

一方で，「小児救急医療電話相談」では，平成 28 年度の相談件数は平成 26

年度に比べ，３割程度増加している。また，「おかやま妊娠・出産サポートセ

ンター」（以下「妊娠・出産サポートセンター」という。）は，平成 26 年度に

設置された比較的新しい相談機関であるが，徐々に増加し，平成 28 年度の相

談件数は，平成 27 年度に比べ，約２割の増加となっている。特に，メール相

談の増加が顕著である。

(3) 相談内容と最近の傾向

相談内容については，相談機関の設置目的や役割，対象者等により様々であ

るが，子どもや保護者等にとって一番身近な学校や家庭に関する相談が多い。

親からの相談は，母親の割合が圧倒的に高くなっている。

複数の相談機関が，近年，発達障害に関連する相談の増加を指摘しており，

主訴は不登校やひきこもりでもその背景に発達障害が見られる等内容が複雑

に絡み合った困難な事例が多いとしている。また，同じ内容の相談を１日に複

数回，連日相談してくる頻回相談が目立つとした相談機関もある。

(4) 相談内容の記録状況及び相談室の施設・設備等

相談内容や結果等の記録状況については，「精神保健福祉センター」のよう

に，匿名による相談に対して簡単な助言のみで終結したものや，「岡山少年サ

ポートセンター」のように，いたずらなど相談として受理できないもの等を除

き，すべて書面または電子データにより記録されている。

それらにはすべて個人情報が含まれているが，その種類は〔資料９〕のとお

りである。

〔資料９〕 個人情報が含まれる書類等の種類 （内訳は複数回答，単位：機関）

区 分 記録簿･カル

テ・台帳等

調 査 表 予約簿･受付

簿･管理簿等

月 報 等

報 告 書

相談業務に

関する専用

システム

計

書 面 等 18 1 11 6 36

電子データ 2 0 1 1 10 14

計 20 1 12 7 10 50

個人情報の含まれる記録簿等の取り扱い及び保管に当たっては，いずれの機
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関も，書面によるものについては，閲覧者を制限するほか，施錠された書庫や

ロッカー等で保管されている。

日常の取り扱いで留意している点については，例えば，「備北保健所」の乳

幼児発達支援相談では，関係機関に情報提供する際には書面により同意を得る，

「精神保健福祉センター」では，所定の場所から持ち出す場合に持出者氏名をホ

ワイトボードに記入する，「児童相談所」では，外部への持ち出し禁止や部外者

の入室制限，ケース会議資料の原則回収等，としている。

電子データについては，接続できるＩＰアドレスを制限することやデータフ

ァイルにパスワードを設定すること等により管理されている。

「児童相談所」及び「少年サポートセンター」では，それぞれ独自の相談情

報管理システムを運用しており，「児童相談所」は県内の３児童相談所（中央，

倉敷，津山）で，「少年サポートセンター」は，警察本部及び県内各警察署で

情報共有されている。

来所（面談）で使用される相談室の施設・設備については，聞き取り調査（現

地調査）を実施した相談機関においては，それぞれ独立した室となっており，

遮音も確保されていた。個々の相談室は広さも適当であり，テーブルや椅子等

も余裕を持って配置され，落ち着いた環境で相談対応ができるようになってい

る。

なお，「備中保健所」にあっては，庁舎耐震化工事の関係で，平成 30 年度

から相談室が共用会議室として使用されるとのことである。

(5) 相談マニュアル等（実施要領等を含む）の策定状況

相談に当たってのマニュアル等については，大部分の相談機関で策定されて

いるが，「事例ごとに検討できる体制になっている」，「情報提供，研修会等

により対応している」等の理由により，５機関において策定されていない。

なお，未策定の機関のうち，１機関では，今後策定の予定である。

マニュアル等の主な内容は，電話対応の仕方や基本姿勢，記録簿の作成要領

等の基本的な事項，あるいは，命に関わるような緊急を要する相談や深刻ない

じめ被害の相談等への対応の仕方，緊急連絡先の情報等を特に記載したものな

どがあり，その記載方法は文章のみによるものが多いが，フローチャートを使

って具体的に説明されているものもある。

(6) 相談者に対する相談後のフォローアップ

相談者に対する相談後のフォローアップについては，継続した相談業務では

ない「小児救急医療電話相談」や原則匿名相談としている「妊娠・出産サポー

トセンター」及び相談者の意思を尊重している「教育委員会所管の各相談機関」

を除き，必要に応じて実施されている。

フォローアップの主な内容は，後日での電話や訪問による状況確認，関係機

関への情報提供・情報交換あるいは引き継ぎ等となっている。

例えば，警察本部が設置している「少年サポートセンター」では，原則，相
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談者の住所・氏名等を確認して個人を特定することとしていることから，守秘

義務は当然であるが，相談者に被害が想定されるような場合には，本人の了解

を得て，管轄の警察署や学校に情報提供しており，「人身安全」を第一に対応

を行っている。

３ 相談業務の広報について

いずれの相談機関も何らかの方法により広報を実施しており，中でもホームペ

ージを利用した広報は 21 機関すべてにおいて行われている。その他，主なもの

は，チラシ，パンフレットやカードの配付，県や市町村発行の広報誌の誌面の利

用等いずれも印刷物となっている。〔資料 10〕

〔資料 10〕 広報の方法 （全機関数 21 機関）

区 分
延 べ
機関数

全機関数に占
める割合（％）

ホームページ
（県のＨＰを含む） 21 (5) 100.0

チラシ，パンフレット等 15 (5) 71.4

カード(携帯用) 7 (2) 33.3

県・市町村発行の広報誌 11 52.4

民間の情報冊子等 2 (1) 9.5

テレビ・ラジオ等県政情報番組 2 (1) 9.5

地元ケーブルテレビ 1 4.8

その他（会報，実施通知） 5 (2) 23.8

ホームページによる広報に代表されるような，対象者を限定せず，広く一般県

民に向けた広報が多い中，「教育委員会が所管している相談機関」が作成してい

るチラシや「総合相談窓口」が作成しているカードでは，対象者を限定し，児童・

生徒やその保護者及び学校関係者等を配付先としている。

特に，「総合相談窓口」が作成しているカードは，配付時期についても，夏休

み明けの２学期が始まる時期（不登校や自殺が増加する時期）に合わせている。

カードの内容は，連携しているすべての機関について，主な相談内容や連絡先が

コンパクトに記載されており，いつでも携行できるよう名刺サイズになってい

る。

「妊娠・出産サポートセンター」では，委託先である岡山大学で行う公開セミ

ナーやシンポジウム等のイベントでチラシやカードを配付したり，県内のドラッ

グストアと協力して，店頭にカードを置いてもらったりすることにより周知を図

っている。

４ 他の機関との連携状況について

いずれの機関も公的機関との連携が進んでおり，主な連携先は，市町村の機関
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が 25％，県の機関が 19％，県・市町村教育委員会及び学校が 18％の順となって

いる。

連携の内容は，様々な機関との情報交換・情報提供等が 52％であり，21 機関

すべてにおいて実施されている。〔資料 11－１，11－２〕

〔資料 11－１〕 主な連携先とその内容 （内訳は複数回答，単位：機関）

区 分 窓口紹介
情報交換・
情報提供等

広 報 支 援 計

県の機関 5 7 2 3 17

市町村の機関 4 11 8 23

県・市町村教育委員会
及び学校

1 11 1 3 16

警察 1 4 3 8

国の機関 1 1 2

医療機関 2 6 3 11

児童福祉施設
療育機関

2 5 3 10

その他 1 2 1 4

計 17 47 3 24 91

〔資料 11－２〕 主な連携先及び連携内容の内訳

連携の主な事例は，次のとおりである。

「青少年総合相談センター」は，平成 13 年度に設置された機関であるが，開

設当初から県の部局を越えた連携を行っている。今回監査対象としている「総合

相談窓口」，「子どもほっとライン」，「青少年総合相談センター教育相談」及

び「岡山少年サポートセンター（ヤングテレホン・ヤングメール）」の４機関に，

「すこやか育児テレホン」と「青少年総合相談センター進路相談」の２機関を加

窓口紹介

19%

情報交換・

情報提供等

52%

広報

3%

支援

26%

県の機関

19%

市町村の

機関

25%

県・市町村教育

委員会及び学校

18%

警察

9%

国の機関

2%

医療機関

12%

児童福祉施

設・療育機関

11%

その他

4%
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えた計６機関（窓口）が連携して相談業務を行っている。

電話相談を進めていく中で，より相談者に適した窓口があれば，その連携先に

電話を切り替えて，相談者がかけ直すことなく相談を続けることができるシステ

ムとなっている。各相談窓口での電話やメール相談の結果，専門的見地からの相

談が必要と判断されれば，「総合相談窓口」が実施している臨床心理士による来

所（面談）にスムーズに繋げていくこともできる。

「保健所」の乳幼児発達支援相談やこころの健康相談では，管内市町村とのつ

ながりが強いことから，相談者に一番身近な地元の市町村との情報交換を密に

し，相談者にとって最も良い支援となるよう，県と市町村の役割分担や支援の方

針等について情報共有を図っている。

「児童相談所」においては，近年，警察との連携が進み，警察からの児童虐待

に係る通告が増加している。重い虐待事例の場合には，児童相談所の対応だけで

なく，警察が定期的に巡回して子どもの様子を確認することもある。

また，市町村との連携については，全市町村に設置された「要保護児童対策地

域協議会」において，「児童相談所」は管内すべての協議会の構成員になってお

り，要保護児童等の支援のため，市町村との情報交換や支援内容の協議等を行っ

ている。

５ 相談事業の検証と改善について

(1) 相談内容の集約及び分析

各相談機関は，いずれも，相談結果について統計上必要な集計を行っており，

相談件数や相談内容等について，月単位や年単位で集約している。集計結果は，

当該相談機関内や他の関係機関と情報共有されている場合が多く，相談件数の

推移や相談傾向等を分析するとともに，相談体制の見直しや次年度のあり方等

の検討に活かされている。

「児童相談所」では，県内の３児童相談所（中央，倉敷，津山）の相談結果

を取りまとめて，相談内容や件数，受付状況や処理状況等相談事業全体につい

て詳細に分析した業務概要書を作成し，相談業務に活かしている。

(2) 直近５年間程度の相談体制の見直し状況

主な見直しとしては，相談件数の減少に伴い，「総合教育センター教育相談」

では，土曜日に開設していた面接相談を平成 25 年度から廃止し，「高梁教育

相談室」では，平成 26 年度から相談日を週３日から２日に縮小している。

「備中保健所」のこころの相談では，管内市町の相談業務の充実や関係機関

の体制整備を理由に，平成 26 年度から相談日を月３日から２日に縮小してい

る。

「青少年総合相談センター」では，連携している６機関の総相談件数が全体

として減少傾向にあること，21 時以降の相談件数が全体の１パーセント程度

であること等により，平成 25 年度から，「岡山少年サポートセンター（ヤン

グテレホン・ヤングメール）」を除く５機関において，受付終了時間を 22 時
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30 分から 21 時 30 分に短縮している。

相談件数が増加している「小児救急医療電話相談」では，制度開始の平成 16

年から，順次，相談日時及び電話回線数を拡大しており，平成 26 年９月から

現体制になっている。

(3) 相談者からの意見・要望等の把握

相談業務に対する相談者からの意見や要望等の把握については，「現状では

要望等は聞かれない」等の理由により，約半数の 12 の相談機関が特に行って

いない。

実施している相談機関の主な把握方法は，相談者に直接聞き取りを行ってい

るもの，実際の相談の内容から要望等を把握しているもの，他機関からの情報

提供によるものなどとなっている。〔資料 12〕

相談者から寄せられた意見や要望を反映した例として，「妊娠・出産サポー

トセンター」では，センターのパソコンによるメール発信では着信できない携

帯電話があるとの意見により，携帯電話でのメール対応を開始している。また，

「備北保健所」の乳幼児発達支援相談では，親同士の情報交換の場がほしいと

の要望により，関係機関との連携のもと，親と子どもの交流会が開催されてい

る。

相談者から寄せられる意見や要望等の中には，時間外や休日の相談希望な

ど，現在の相談体制ではすぐに応じることが難しいものもあるが，そうした場

合には，他の相談機関の紹介や平日での日程調整など可能な範囲での対応を行

っている。

〔資料 12〕 相談者からの意見・要望等の把握方法

（内訳は複数回答，単位：機関）

聞き取り 相談内容か
ら把握

他機関から
の情報提供

アンケート
の実施

意見箱の設
置

特に，行っ
ていない

3 (1) 3 3 1 1 (1) 12 (3)

６ 相談結果の活用と施策への反映状況について

各相談機関は，いずれも，相談結果等に関して関係機関との情報共有を密に行っ

ているが，相談結果等の活用状況については，事例検討（研修）会の実施が最も多

く，その他，相談結果を参考にした研修会の企画・開催や啓発資材等の作成となっ

ている。〔資料 13〕

〔資料 13〕 相談結果の活用状況 （内訳は複数回答，単位：機関）

事例検討(研
修)会の実施

相談結果を
参考した研
修会の企画・
開催

相談機関（相談
員）を対象とした
（内部向け）啓発
資材等の作成

一般・県民を対象
とした（外部向
け）啓発資材等の
作成

計

13 (2) 4 4 4 (1) 25 (3)
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こうした相談結果の活用を通じて相談業務の充実が図られているが，主な活用

事例は，次のとおりである。

「総合相談窓口」では，連携する機関と，その主務課担当者を交えた合同連絡

会議を毎月開催し，困難事例への対応の仕方等についての統一を図っている。

また，きらめきプラザに入居している相談機関全体の事例研修会では，各機関

が順番に事例発表を担当することにより，各相談機関の役割や現状を互いに認識

し，相談業務に役立てている。この研修会は，年々規模が拡大し，きらめきプラ

ザ以外の県の機関や岡山市の相談機関等の参加や，ＮＰＯ法人による事例発表の

例もある。

「ひとり親家庭支援センター」の相談業務で得られたニーズは，県主催の母子・

父子自立支援員等を対象とした研修会や，センターが委託事業として実施してい

る相談関係職員及びひとり親家庭当事者等を対象とした講習会のテーマを決定

する際に参考とされている。

「おかやま発達障害者支援センター」では，今年度，発達障害のある人に対す

る就労支援のポイントをまとめた支援者向けの冊子を作成し，高校生の就労支援

での活用を視野に入れ，県内の高校にも配付されている。

「児童相談所」では，様々な相談事例への対応実績を基にしたアセスメントツ

ールを県内３児童相談所が合同で作成しており，そのひとつである「『子どもが

心配』チェックシート」は，親と，子どもの支援に携わる市町村の担当者が一緒

に取り組むことにより，子どもの育ちに必要なニーズの満たされ方を把握するこ

とができ，さらに，検診時等にも活用され，市町村支援に役立っている。また，

このチェックシートは，親自身が自分の子育てをセルフチェックすることができ

るパンフレット版も作成されている。こうしたアセスメントツールは，本県のホ

ームページに掲載されており，他県の児童相談所でも活用されている。

第５ 監査の意見

相談機関は，とりあえず話を聞いてほしいなど，まず，最初に相談を受け止める

初期段階の機関から，医師や臨床心理士による診断等を実施する専門的相談機関，

あるいは，相談者やその関係者等と継続して深く関わっていく相談機関など，その

目的や内容，対象者等に応じて多岐にわたって設置されている。

今回，監査対象とした相談機関にあっては，適切に運営されているものと認めら

れたが，こうした相談業務を実施するに当たっては，常に，県民のニーズに応えた

ものとなっているかを検証し，その体制や方法等を見直しながら，改善を図ってい

く必要がある。

１ 相談員について

(1) 相談員の資質向上

相談の入り口となる初期段階の相談機関（相談窓口）では，その多くが非常勤

職員等の相談員による対応となっている。また，専門的，継続的な相談を実施す

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



- 17 -

る機関においても，常勤職員だけではなく，非常勤職員等とともに相談業務に当

たっている。常勤職員，非常勤職員等を問わず，公的な資格を有している相談員

を配置している機関がほとんどであるが，その数は十分とはいえない。〔＊５ペー

ジ参照〕

相談内容の多様化，複雑化により，相談員のスキルアップの必要性は増してお

り，実際に，多くの機関が相談員のスキルアップを課題に挙げている。相談員は，

できれば，有資格者の常勤職員を配置することが望ましいが，相談員の確保や予

算の制約等の問題もあり，対応は難しいのが現状である。そのため，常勤，非常

勤に関わらず，相談員に多様な研修等の情報提供をしている相談機関が多いもの

の，限られた人員で相談業務を実施しているため，すべての相談員が受講できる

わけではない。研修を受講した相談員が習得した知識や最新の情報は，報告会や

事例検討会など様々な機会を捉えて相談員相互で共有することにより，スキルア

ップの補完を図ることも重要である。

現在，十分な研修が実施されていない相談機関にあっては，勤務体制を工夫す

るなど相談員が受講しやすい環境を整えるとともに，積極的な研修等の実施によ

り相談員のスキルアップを図るよう努められたい。

(2) 相談員の心身の健康

相談員は，多くの困難事例や緊急性の高い相談等に接し，常に身体的・精神

的ストレスにさらされている。各機関がストレスの軽減のために取り組んでい

る情報共有や相談しやすい職場環境の整備は，相談員個人が困難事例等をひとり

で抱え込まないようにするためには，身近で有効な手段であると考える。こうし

た取り組みは，どこの職場でもすぐに取り入れられることであり，現在，特に

実施していない機関にあっては，参考としていただきたい。

よりよい相談を実施するには，相談員自身の心身の健康が第一であり，相談員

の上司等管理監督者は，相談員が孤立したり，相談者と同化して落ち込んだりす

ることのないよう，常に気を配っておく必要がある。

２ 相談業務の実施について

(1) 新たな相談方法の検討

相談窓口（相談方法）は，来所（面談）及び電話による相談を中心に設置さ

れているが，全相談件数に占める割合は，来所（面談），電話ともに，全体と

して減少傾向にあり，特に，初期段階の相談機関においては，その傾向が強く

見受けられる。

各相談機関においては，相談件数の増減等を受け，相談日や相談受付時間の

拡大あるいは縮小等を行っているが，今後は，相談日時の調整だけでなく，相

談方法の多様化についても対応していく必要がある。平成 28 年度のメールに

よる相談件数は，平成 26 年度と比較して約４割増加しており〔＊資料８－２，

８－３参照〕，今後もインターネット環境を利用した相談の増加が見込まれる。

平成 29 年８月には，文部科学省から「ＳＮＳを活用した相談体制の構築に
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関する当面の考え方（中間報告）」が発表され，国においても，ＳＮＳ（ソー

シャルネットワーキングサービス）を活用した相談（以下「ＳＮＳ相談」とい

う。）を進めようとしているほか，長野県などすでに先行的にＳＮＳ相談に取

り組んでいる自治体の例もある。

また，厚生労働省においても，３月を自殺対策強化月間と定める国の取組の

一環として，若者の自殺を防ごうと，平成 30 年３月に民間の 13 団体に委託し

てＳＮＳ相談の窓口を設置することとなったところである。

現に，相談件数の減少傾向については，最近のＳＮＳ利用の浸透により，子

どもたちにとって，普段あまり使わない電話による相談の敷居が以前より高く

なっているのではないかと分析している相談機関もある。

昨今のスマートフォンの普及に伴い，若年層（子ども自身や乳幼児の子育て

世代等若い親たち）のコミュニケーション手段として，ＳＮＳは既に重要な位

置を占めている。会話の手段は手軽に利用できるＬＩＮＥが中心となり，短い

文字情報のやりとりで行われており，特に，初期段階の相談機関では，こうし

たＳＮＳを利用することにより，早期の相談が可能となり，問題の深刻化を防

止することができるとも考えられる。

ただし，ＳＮＳ相談を実施するに当たっては，以下の点について十分検討す

る必要がある。まず，来所（面談）や電話での相談では，相談者の表情や声の

調子等により相談内容の深刻度を推し量ることもできるが，ＬＩＮＥ等の簡単

な文字情報のやりとりだけでは十分に相談内容が伝わらないことも考えられ

る。そこで，ＳＮＳ相談においては，新たな相談技法の研修等による相談員の

スキルアップやＳＮＳ相談に特化した専門相談員の育成が重要になると思わ

れる。次に，ＳＮＳ相談の導入により相談件数の大幅な増加も考えられること

から，相談員の増員や，パソコン等機器の新たな配備，設置場所の確保等も検

討しなければならない。

このように，ＳＮＳ相談はまだまだ課題の多い分野ではあるが，他県での先

行事例の検証結果等も参考にしながら，近い将来に向けて検討する必要がある

と思われる。

なお，相談者と直接応対する，来所（面談）や電話相談の重要性や必要性に

ついては今後とも変わりはなく，各相談機関においては，現行の方法での相談

業務も着実に実施していかなければならないことは言うまでもない。

(2) 夜間・休日の相談対応

緊急一時保護や虐待通告相談等について，24 時間 365 日受け付けている「児

童相談所」にあっては，特に，夜間や休日の相談対応に当たる児童福祉司等職

員の負担が非常に大きくなっている。近年，警察からの虐待通告が増加してい

ることも考えると，職員の負担は計り知れない。限られた人員でこうした対応

を継続していると，相談員自身が心身に不調を来たし，相談の質の低下を招く

ことも考えられる。

「児童相談所」もこの現状を課題としており，児童相談所のあり方に関する
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検討会を設置し検討を始めているとのことであり，より良い相談体制となるよ

う十分議論していただきたい。当面は，相談員の身体的・精神的ストレスの軽

減を図りながら，健康管理に十分注意を払うことが大切である。

(3) 相談者の個人情報及びプライバシーの保護

相談記録簿等個人情報の含まれる書類等の取り扱いや保管については，いず

れの機関も細心の注意を払っており，個人情報保護に努めている。今後も引き

続き厳重に取り扱っていただきたい。

聞き取り調査（現地調査）をした機関の来所（面談）用の相談室は，いずれ

も相談者のプライバシーが確保され，適切な環境となっていたが，相談室が共

用会議室となる「備中保健所」においては，各部所と十分に調整を図り，相談

日には確実に相談室として使用できるよう努められたい。

個人情報やプライバシーが確実に守られているということが，相談者の安心

感となり，より良い相談に繋がるものである。

３ 広報について

(1) 効果的な広報

広く県民に相談機関を利用してもらうためには，言うまでもなく，相談機関

の存在やその概要を周知する必要がある。そのためには，効果的な広報が欠か

せない。

いずれの相談機関においても，何らかの手法により広報を実施しているが，

どのような方法による広報が県民に浸透しているか，どんなデザインが人の関

心を引きやすいか等について把握する必要がある。

広報の効果を知るためには，ホームページへのアクセス数やチラシ等の補充

頻度からも推察できるが，相談者に直接，相談機関を知ったきっかけを尋ねた

り，チラシの内容に関する問い合わせの有無を確認したりする等，相談者の生

の声を聴くことも有効であると考える。相談機関から一方的に情報を発信する

だけでなく，相談者の反応を直接聴くことにより，相談を必要としている人に

届きやすい広報を展開できるのではないかと考える。

(2) ホームページによる広報

すべての相談機関で実施されているホームページでの広報は，即時性が求め

られるため，最新の情報を掲載することが必要であるが，更新が滞っているも

のやリンクが切れているもの，必要な情報が探しにくいもの等がないか常にチ

ェックし，各相談機関が自ら管理しているホームページだけでなく，連携先も

含めて，不備があれば，早急に修正すべきものと考える。

(3) 印刷物による広報

チラシやパンフレット，カード等の印刷物による広報については，県民の目

に留まりやすいようデザインに工夫を凝らすことは当然であるが，実際に手に

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



- 20 -

とってもらうためには，設置場所や配付時期，配付方法にも留意する必要があ

る。

「総合相談窓口」や「妊娠・出産サポートセンター」のカードについては，

単に配付するだけでなく，効果的な広報となるようその配布時期や配付方法等

に工夫があり，他機関においても参考となる事例である。〔＊12 ページ参照〕

県や市町村発行の広報誌を利用して広報を行う場合も，掲載時期や回数を勘

案し，より効果の上がる広報としていただきたい。

(4) 新たな広報のあり方の検討

スマートフォンの普及に伴い，必要な情報はすぐにインターネット検索によ

り入手し，チラシやカード等の現物を持たない人も増えているものと思われ

る。特に，スマートフォンが身近なツールである若年層に対しては，インター

ネットを活用した広報が今後ますます重要となってきており，ホームページの

充実はもちろんのこと，今後は，ＦａｃｅｂｏｏｋやＴｗｉｔｔｅｒ等も活用

して，各種相談機関の概要や取組状況を積極的に紹介するなど，多様な広報の

あり方を検討する必要がある。広く一般県民に向けた広報も重要であるが，必

要な人に必要としている情報をより確実に届けるためには，ターゲットを絞っ

た広報も有効であると考える。

現在，インターネット上には様々な情報が氾濫しており，誤った情報や曖昧

な情報に振り回されることなく，自分が真に必要とする正しい情報を選択する

ことは難しい。そうした現状において，県が設置・運営する相談機関は，常に

正確で信頼できる情報を発信する相談機関として，その存在感を示していただ

きたい。

４ 他の機関との連携について

(1) 関係機関との情報共有

各相談機関は，県や市町村等公的機関との連携は進んでおり，継続して相談

者を支援する場合や相談後にフォローアップする場合には，相談機関の連携は

欠かせないものとなっている。

相談機関の連携は，各機関の目的や役割等を互いによく認識した上で成り立

つものであるが，複数の機関において，連携する上での課題として，他の機関

の内容をよく知る，あるいは，自らの機関のことをよく知ってもらう必要があ

るとしている。さらに連携を進めていくためには，相談機関相互の情報交換の

場を広く継続して持つことが重要であると考える。

「総合相談窓口」が中心となり，きらめきプラザ全体の相談機関で毎月実施

している事例研修会は，情報交換の場としても有効に機能しており，他の機関

においても参考とされたい。〔＊７，16 ページ参照〕

(2) 多様な連携先の確保

相談内容が多様化，複雑化し，困難事例も増えていく中で，より適切な相談
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業務を実施していくためには，多様な連携先を確保することも課題となってく

る。

現在，県では様々な相談機関を設置し相談対応に当たっているが，県のみで

できることには自ずから限りがある。そこで，各機関においては，主に市町村

を始めとする公的機関と連携し相談業務の充実を図っているが，今後は，

ＮＰＯ法人等各種民間団体も含めて連携の枠をもっと広げ，より効果的な相談

業務とする必要がある。

例えば，行政ではなかなか手の届きにくい分野で，孤立しがちな子どもたち

を対象に居場所づくりや学習支援等の活動に取り組んでいる団体があるが，県

として，こうした活動を行っている団体等を正確に把握し，県との役割分担を

明確にした上で連携・協働していくことで，相談や支援の選択の幅も広がり，

相談者にとってより良い環境に繋がっていくものと考えられる。

ただし，ＮＰＯ法人等各種民間団体と連携する場合には，その団体の活動状

況や実績等について詳細に把握し，県との連携における信頼性を十分確保する

ことが重要であるということは言うまでもない。

その一例をして，「総合相談窓口」の主務課である県民生活部男女共同参画

青少年課では，子ども・若者育成支援推進法に基づき，ひきこもりや不登校等

の子ども・若者を支援するため，「おかやま子ども・若者サポートネット」を

設置し，支援対象ごとの専門機関や相談窓口を紹介している。この組織を構成

している県内の専門的な関係機関・団体には，国や地方公共団体だけでなく，

公益法人やＮＰＯ法人も含まれている。「総合相談窓口」においては，相談内

容により，これらの機関等を紹介する場合があるとしているが，今回調査をし

た限りでは，他の機関でこのような事例は見られなかった。まずは，「おかや

ま子ども・若者サポートネット」の例を参考に，関係機関や団体に関する情報

収集等から始めていただきたい。

ところで，平成 29 年度から，高校中退者のひきこもりを防止し，就学や就

労に向けた自立支援を行うため，「総合相談窓口」に専任コーディネーターが

配置された。高校中退者は年間 700 名程度おり，その多くが進路未定のまま退

学しているとのことである。この専任コーディネーターは，こうした中退者や

その保護者の相談に対応し，進路の方向性に応じた専門機関や団体に繋いでい

く等の支援を行っているとのことであり，こうした新たな連携にも期待してい

るところである。

５ 相談結果の活用について

(1) 一般県民に向けた情報発信

相談結果等は，主に，関係機関との情報共有や事例検討会で活用されている

が，事例検討会で使用した資料等は，検討会終了後すべて回収されるところが

ほとんどであり，個人情報保護が徹底されている。

現在，相談機関内や相談機関相互等，内部での情報共有は進んでいるが，一

般県民等に向けた情報発信の活用事例は少ない。個人情報保護に十分配慮した
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上で，各機関が蓄積している豊富な相談対応のノウハウや相談事例を一般的な

ものに置き換えて，例えば，「Ｑ＆Ａ」のような形で，情報発信していくこと

も考えられるが，相談機関にあっては，相談者が意図しない捉え方をすること

を危惧し，こうした活用方法には消極的である。

そうした中，相談結果の活用事例として，「児童相談所」において作成され

た「『子どもが心配』チェックシート」等のアセスメントツールを挙げること

ができる。これは，市町村等関係機関だけでなく一般県民も容易に利用でき，

県民サービスにも繋がるもので，特筆すべき事例となっており，他の機関にお

いても参考にされたい。〔＊16 ページ参照〕

第６ 最後に

今回，「子ども」に関する相談業務の実施状況について監査を実施したが，監査

対象とした相談機関は，いずれも，子どもたちの幸せを願い，親をはじめとした子

どもを取り巻く大人たちを支援し，熱意と使命感を持って相談業務に取り組んでお

り，敬意を表するところである。

ところで，平成 29 年８月に発表された「平成 29 年度県民満足度調査結果」によ

れば，「子育て環境」については，平成 28 年度に比べ，満足度が，0.26 ポイント

低下しており，県民の重要度は高い（4.01 点）が，満足度は低い（2.79 点）という

残念な結果となっている。

この結果は真摯に受け止めなければならないが，このことは，「子育て環境」に

ついて，県民の関心が非常に高く，県に対する期待も大きいということの裏返しで

あるとも言える。

「子育て環境」の充実において，監査対象とした相談業務はその一端を担うもの

であるが，県が実施している多様な相談業務の実態を広く県民に知ってもらい，各

種相談機関を大いに利用してもらうことにより，その存在感を十分発揮していただ

きたい。

「生き活きおかやま」の実現を目指し，県民のニーズに応えた各種相談体制がま

すます充実し，誰もが安心して子育てできる環境の整備が推進されることを期待す

るものである。
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【参考】 相談業務別・相談実施機関の概要

１ 青少年に関する相談全般

主務課 県民生活部男女共同参画青少年課

相談業務実施機関

（相談窓口）

青少年総合相談センター 総合相談窓口

（愛称：ハートフルおかやま１１０）

相談業務の目的 青少年に関する相談全般への対応により，いじめ，不登校，非行等の防止及び解消

を図り，もって青少年の健全な育成に資する。

対象者 青少年に関する相談がある人（本人，親，祖父母，友人 等）

相談業務の概要 ・青少年に関する相談全般

・必要に応じて適切な窓口の紹介

相談員体制 非常勤嘱託職員（専任）12 名 〔有資格者（内数）〕臨床心理士２名

相談実施状況 ￮ 来所（面談）  週２日（予約制）10:00～12:00／13:00～15:00 

臨床心理士が対応

￮ 電話・ＦＡＸ・メール  年末年始を除く毎日 8:30～21:30 

３交替制で相談員１名が対応

相談件数

(※相談実施機関で扱った総件数)

（単位：件）

年度
相 談 方 法

計来所
(面談) 電話 ＦＡＸ メール

26 82 1,624 - 281 1,987

27 85 1,201 - 150 1,436

28 81 1,240 - 244 1,565

(単位：件)

年

度

相 談 内 容

計
学校 家庭

健康
・性

異性・
交遊等 仕事 その他

26 412 375 313 167 153 567 1,987

27 301 307 192 94 118 424 1,436

28 416 300 258 99 105 387 1,565

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと

めている。

※平成 28 年度の「健康・性」の項目については，「健康・性」と「発達障害等」に分かれ

ているが，合算して計上している。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・相談件数は全体的に減少傾向にあるが，他の相談窓口の充実に伴うものである

と考えている。

・相談内容は，月によって変化はあるが，「学校」「家庭」に関するものが多い。平

成 28 年度からは，「健康・性」のカテゴリを「健康・性」と「発達障害等」に分

け，より詳細な把握に努めている。

・緊急性の高い相談者に対して，相談者の目に留まりやすいような，より有効な広

報のあり方が課題である。

・相談員の高齢化が進む中で，新たな相談員の獲得に向け，早めの募集等を行って

いく必要がある。
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２ 小児医療相談

主務課 保健福祉部医療推進課

相談業務実施機関

（相談窓口）
小児救急医療電話相談

相談業務の目的 小児救急患者の保護者等の不安や悩み，症状の対応方法等について電話で相談に

応じるとともに，医療機関への受診について適切なアドバイスを行うことにより，

小児救急に際して保護者等が安心感を持って対応できることを目的とする。

対象者 おおむね 15 歳以下の子どもとその保護者

相談業務の概要 休日夜間に子どもの体調が悪くなった際に，医療機関への受診などについてアド

バイスを行う。

相談員体制 〔委託：公益社団法人岡山県医師会，株式会社法研〕

看護師等の資格を持つ相談員 61 名

相談実施状況 ￮ 電話  平日 19:00～翌朝 8:00 土日，祝日，年末年始 18:00～翌朝 8:00 

23 時まで２回線，23 時以降１回線で対応

相談件数

(※相談実施機関で扱った総件数)

（単位：件）

年度 相談方法 相談件数

26

電 話

11,858

27 16,378

28 15,893

※相談内容は，「病気やけがに関すること」のみである。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・制度開始から，順次，相談時間等を拡大している。

制度開始 平成 16 年７月～ 休日等（土日，祝日，年末年始）18:00～23:00

平日拡大 平成 19 年５月～ 平日 19:00～23:00，休日等 18:00～23:00

２回線化 平成 25 年９月～ 平日 19:00～23:00，休日等 18:00～23:00

時間延長 平成 26 年９月～ 平日 19:00～翌朝 8:00，休日等 18:00～翌朝 8:00

・運営面において，相談対象者の拡大（大人への拡大）や「＃7119」との統合等に

ついて，今後，有効性や費用対効果等に係る検討が必要であると考えている。

（注）救急安心センター事業（＃7119）とは，住民が，急なけがや病気をした際に，救

急車を呼ぶか，いますぐ病院に行った方が良いのかなど，判断に迷った場合に，専

門家から電話でアドバイスを受けることのできる窓口のこと。

（総務省消防庁刊行物「消防の動き№552」より）
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３ 妊娠・出産に関する相談

主務課 保健福祉部健康推進課

相談業務実施機関

（相談窓口）
おかやま妊娠・出産サポートセンター

相談業務の目的 妊娠・出産等に関する悩みを持つ人からの相談に応じ，助言や情報提供を行うと

ともに，相談内容等について分析し，妊娠及び出産に関する正しい知識の普及を

通じて，子どもを産みたい人が出産でき，時代の社会を担う子どもたちが健やか

に生まれ，かつ，育成される環境の整備を図る。

対象者 妊娠・出産等に関する悩みを持つ者等

相談業務の概要 ・妊娠・出産等に関する相談

・女性の健康に関する相談

相談員体制 〔委託：国立大学法人岡山大学〕

常勤職員（兼任）医師１名

非常勤嘱託職員（兼任）助産師４名，社会福祉士２名，保健師１名，臨床心理士１名

相談実施状況 ￮ 来所（面談）・電話 

毎週月，火，水，金曜日（祝日，年末年始を除く）9:00～12:00

時間制限をせず，相談員２名が対応

￮ ＦＡＸ・メール 

毎週月，火，水，金曜日（祝日，年末年始を除く）9:00～12:00

受信は毎日 24 時間受け付けるが，返答は相談時間内に相談員が対応

相談件数

(※相談実施機関で扱った総件数)

（単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

思春期
の身体
の悩み

妊 娠
・

出 産

不 妊
・

不育症

家族に
関する
こと

医療機
関に関
する情
報

その他 計

26

面 談 - - 1 1 - 6 8

電 話 8 24 12 - - 13 57

ＦＡＸ - - - - - 1 1

メール - 8 2 - 1 6 17

計 8 32 15 1 1 26 83

27

面 談 - 7 16 - - 16 39

電 話 5 42 16 9 1 35 108

ＦＡＸ - - - - - - -

メール 32 53 - - 1 18 104

計 37 102 32 9 2 69 251

28

面 談 - 1 8 2 - 17 28

電 話 6 55 2 3 3 30 99

ＦＡＸ - - - - - - -

メール 17 154 - 1 1 13 186

計 23 210 10 6 4 60 313

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと

めている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・パンフレットやカードの幅広い配付等により，県民への認知度が上昇するにつ

れて，全体の相談件数は増加している。

・相談内容は，特に，「妊娠・出産に関する悩み」が増加しており，なかには望ま

ない妊娠で中絶を行うかどうかについてなど緊急性のある相談も見られてい

る。
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・広報に当たっては，望まない妊娠や産後うつなど生命に関わるような切迫した

状況の人々へのより有効な周知方法を今後検討する必要がある。

・望まない妊娠や産後うつなどでは，妊娠中絶や自殺・心中等のリスクがあり，本

来は 24 時間体制での相談が望ましいが，来所・電話相談に関しては困難である。

現状では，メールでの相談で日中以外の相談を多く受け入れている。

・相談員は専門性が要求されるが，有資格者の人材確保については難しい面があ

り，相談員間の連絡を密にして対応している。また，ホームページやデータ管理

のための人材確保にも努めている。
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４－１ 乳幼児の発達支援相談

主務課 保健福祉部健康推進課

相談業務実施機関

（相談窓口）
備前保健所

相談業務の目的 乳幼児健診や家庭訪問等において把握した発育・発達上経過観察が必要な子ども

に対し，医師（児童精神科医・小児神経科医・小児科医）や心理判定員，保健師等

が専門的な相談に応じ，発育発達の特性や課題に応じた支援方針を明らかにし，

親子の状況に応じた支援をすることにより，子どもの適切な発達を促す。

対象者 乳幼児健診等において発見された発育や育児環境等に問題があると思われる児童

のうち，保健医療従事者等による経過観察，発達相談及び発育訓練指導等の発育

に関する支援を行うことが必要と認められる児童及びその保護者

相談業務の概要 精神発達相談

相談員体制 常勤職員（兼任）保健師２名，（相談人数により）市町担当保健師２名

医療機関等から派遣された 医師（児童精神科医・小児神経科医・小児科医）５名，

臨床心理士８名

相談実施状況 ￮ 来所（面談） 年 13 回開催（玉野市６回，瀬戸内市３回，吉備中央町４回） 

玉野市・瀬戸内市 13:00～，吉備中央町 12:45～（すべて予約制）

相談日ごとに，保健所保健師・市町保健師各１名，心理判定員１～２名，医師

１名体制で，①問診 ②心理相談 ③医療相談 ④保健指導 を実施

相談件数

(※相談実施機関で扱った実人員数)

（単位：件）

年度 相談方法 相談件数

26

来 所

（面談）

33

27 31

28 40

※相談内容は，「精神発達相談」である。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・「発達が気になる」，「集団生活の中で困るのではないか」など就園前の保護者の

心配や乳幼児健診からの相談だけでなく，幼稚園・保育園からの紹介もあり，相

談者は増加している。

・相談の結果，医療や療育，母子教室等へ支援が継続されることが多いが，療育機

関や要観察児教室に空きがなく，待機になることもある。

・保護者の受け止め方を確認するとともに，必要に応じて医療機関や療育機関へ

スムーズにつながるよう，市町保健師と連携して支援を実施している。

・相談者は年々増加しているが，１回の相談日で受けられる人数には限りがある

ため，市町保健師の事前面接に同席するなど，できるだけ当日の相談がスムー

ズに進むよう工夫している。
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４－２ 乳幼児の発達支援相談

主務課 保健福祉部健康推進課

相談業務実施機関

（相談窓口）
備北保健所

相談業務の目的 各種乳幼児健診や日常の保健活動の中から，発育・発達に問題が疑われた子ども

や，育児不安の強い親，虐待が危惧される親に対して専門医等による相談を実施

する。また，市保健師・専門医療機関・療育機関等との連携により，対象となる親

子へ適切な支援を行うことにより，子どもの適切な発育・発達を促すとともに虐

待予防を図る。

対象者 乳幼児健診等において発見された発育や育児環境等に問題があると思われる児童

のうち，保健医療従事者等による経過観察，発達相談及び発育訓練指導等の発育

に関する支援を行うことが必要と認められる児童及びその保護者

相談業務の概要 総合相談，精神発達相談，歯科保健相談

相談員体制 常勤職員（兼任） 歯科医師１名，歯科衛生士１名，管理栄養士１名，

心理判定員１名，保健師５名

医療機関等から派遣された 医師（小児科医）１名，臨床心理士２名

相談実施状況 ￮ 来所（面談） 年 12 回開催：定例日は，毎月第２木曜日 13:00～17:00 

完全予約制で，相談枠７名（新規４名，継続３名）で実施

相談件数

(※相談実施機関で扱った延人員数)

（単位：件）

年

度

相談

方法

相 談 内 容

子 ど も の
心 と か ら
だ の 総 合
相 談

精神発達

相 談

歯科保健

相 談
計

26

来 所

（面談）

56 46 55 157

27 62 39 57 158

28 71 44 24 139

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・市の母子保健活動の充実により，保育士・幼稚園教諭等専門職の資質向上も図ら

れ，発育・発達に遅れが疑われる児について，タイムリーに市保健師に相談がで

き，その後の保健所の相談にもつながっている。

・「保健所の相談予約が取りにくかった」との要望が多くあり，相談日を増やすこ

とを検討したが，専門医の確保が難しいため，実施には至っていない。

・歯科相談については，要望が少ないことを受け，平成 28 年度から隔月実施に変

更した。

・相談の結果，専門医療機関の受診が必要とされた場合，管内には当該医療機関が

存在しないため，管外の専門医療機関を紹介しているが，予約が取りにくく，早

期受診が難しい状況にある。
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５－１ こころの健康相談

主務課 保健福祉部健康推進課

相談業務実施機関

（相談窓口）

備中保健所

備北保健所新見支所

美作保健所

相談業務の目的 「精神保健福祉法」に基づき，精神障害についての正しい知識の普及と精神障害

者及びその家族等への相談指導等を行うことにより，精神障害者の社会復帰及び

その自立と社会参加を促すことを目的とする。

対象者 一般県民及び保健，福祉，介護，教育等支援関係者

相談業務の概要 ・気分が落ち込む，眠れない，仕事のストレス，職場の人間関係の悩み等，心の健

康に関する相談

・飲酒による健康問題

・ひきこもり，思春期の心の健康相談

相談員体制 【備中保健所】

常勤職員（兼任）保健師２名

非常勤嘱託職員（専任）医師（精神科医）２名，臨床心理士１名

【備北保健所新見支所】

常勤職員（兼任）保健師１名

非常勤嘱託職員（専任）医師（精神科医）１名，短期大学講師１名

【美作保健所】

常勤職員（兼任）保健師２名

非常勤嘱託職員（専任）医師（精神科医）２名，臨床心理士１名

相談実施状況 ￮ 来所（面談）  ＊要事前予約 

【備中保健所】

・心の相談 毎月第２火曜日 14:00～15:30（所内）

〃 第３金曜日 13:30～15:00（所外）

保健師１名，精神科医師１名で対応

・思春期相談 奇数月第３水曜日 9:30～11:30

保健師 1名，臨床心理士１名で対応

【備北保健所新見支所】

・心の相談 原則，毎月第１木曜日 9:30～11:30

保健師１名，精神科医師１名で対応

・思春期相談 原則，奇数月第３木曜日 15:00～17:00

保健師 1名，短期大学講師１名で対応

【美作保健所】

・心の相談 毎月第４水曜日 14:00～16:00（所内）

〃 第２火曜日 14:00～16:00（所外）

保健師１名，精神科医１名で対応

・思春期相談 毎月第２木曜日 13:00～15:00

保健師 1名，臨床心理士１名で対応
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相談件数

(※相談実施機関で扱った総件数)

【備中保健所】 （単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

適
応
障
害
（
不

登
校
・
ひ
き
こ

も
り
を
含
む
）

統

合

失

調

症

（

疑

い

を

含

む
）

う
つ
状
態
、
感

情
障
害
、
ス
ト

レ
ス
障
害
等

知
的
障
害
（
疑

い
を
含
む
）

そ
の
他

計

26

面 談

17 1 2 - 2 22

27 15 6 5 4 7 37

28 21 4 4 - 8 37

【備北保健所新見支所】 （単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

不
安
・
抑
う
つ
・

ス
ト
レ
ス
状
態

統

合

失

調

症

（

疑

い

を

含

む
）

不
登
校
・
ひ
き

こ
も
り
（
発
達

障
害
を
含
む
）

ア
ル
コ
ー
ル
関

連
問
題

認
知
症
（
疑
い

を
含
む
）

そ
の
他

計

26

面 談

7 5 29 2 3 1 47

27 3 3 28 2 2 2 40

28 2 1 22 3 2 3 33

【美作保健所】 （単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

統

合

失

調

症

（

疑

い

を

含

む
）

不
安
・
抑
う
つ
・

ス
ト
レ
ス
状
態

認
知
症
（
疑
い

を
含
む
）

知
的
障
害
・
発

達
障
害
（
疑
い

を
含
む
）

ひ
き
こ
も
り

そ
の
他

計

26

面 談

3 8 10 2 11 11 45

27 4 5 9 8 10 10 46

28 - 3 8 11 10 6 38

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと

めている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・関係機関との連携にあたり，ケースに応じて，各機関の役割分担を相談しながら

進めていくことが必要である。

・各種業務研修の受講や事例検討会への参加等により，常に，担当保健師のスキル

アップを図っていく必要がある。

【備中保健所】

・相談内容は，発達障害関連，不登校，ひきこもりに関する相談の割合が高く，20

歳以上の相談が増加している。

【備北保健所新見支所】

・思春期相談については，不登校，ひきこもりの主訴が中心である。

【美作保健所】

・心の相談では認知症に関する相談が多かったが，近年，発達障害に関する相談が

増加傾向にある。また，20 歳以上のひきこもりに関する相談も増加している。
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５－２ こころの健康相談

主務課 保健福祉部健康推進課

相談業務実施機関

（相談窓口）
精神保健福祉センター

相談業務の目的 県民のこころの健康の保持増進と精神障害者の社会参加の促進及び地域生活支援

を目的とする。

対象者 ・来所相談 こころの悩みや精神症状を抱える本人及びその家族等

・こころの電話相談 こころの問題を抱えている岡山市外に居住している人

相談業務の概要 精神保健福祉に関する相談

相談員体制 常勤職員（兼任）臨床心理士２名，保健師１名

非常勤嘱託職員６名（専任１名，兼任５名）

〔有資格者（内数）〕精神保健福祉士４名，臨床心理士２名

相談実施状況 ￮ 来所（面談） 毎週月～金曜日（祝日，年末年始を除く）9:00～16:30 

原則，相談員２名で対応（予約制）

￮ 電 話    毎週月，水，木曜日（祝日，年末年始を除く） 

9:30～12:00，13:00～16:00

相談員６名がそれぞれ半日ずつ対応

相談件数

(※相談実施機関で扱った総件数)

（単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

社会

復帰

心の

健康

うつ
・
うつ
状態

老人

保健
思春期 その他 計

26

面 談 526 81 48 8 20 59 742

電 話 1,112 245 61 38 23 786 2,265

計 1,638 326 109 46 43 845 3,007

27

面 談 651 75 91 2 18 19 856

電 話 1,740 322 82 15 13 164 2,336

計 2,391 397 173 17 31 183 3,192

28

面 談 637 54 116 1 26 19 853

電 話 1,290 220 39 17 15 105 1,686

計 1,927 274 155 18 41 124 2,539

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと

めている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・こころの電話相談について，相談日の拡大を検討している。

・相談員については，経験年数により個人のスキルに差があるため，相談を受ける

際には，相談員の組み合わせ（若手職員とベテラン職員等）に工夫している。
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６ ひとり親家庭に関する相談

主務課 保健福祉部子ども家庭課

相談業務実施機関

（相談窓口）
ひとり親家庭支援センター

相談業務の目的 母子家庭に限らず，父子家庭も対象として，日常生活の様々な悩みや相談に応じ

るとともに，就業相談やセミナー開催，就業情報の提供に至るまでの一貫した就

労支援サービスを提供する。

対象者 ひとり親家庭の方

相談業務の概要 ・就労に関する相談

・その他ひとり親家庭の方の一般相談

相談員体制 〔委託：公益財団法人岡山県愛染会〕

常勤職員（兼任） 職業紹介責任者１名

非常勤嘱託職員（専任）２名

〔有資格者（内数）〕ファイナンシャルプランナー１名，保健師１名

相談実施状況 ￮ 来所（面談）・電話   毎週月～金曜日（祝日，年末年始を除く）9:00～16:30

（来所相談は事前予約） 相談員 1名が対応（木曜日のみ，相談員２名体制）

￮ ＦＡＸ 24 時間対応   返信は，勤務時間内に対応 

相談件数

(※相談実施機関で扱った総件数)

（単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

就 労

就・転職

生 活

一 般
児 童 その他 計

26

面 談 50 17 11 3 81

電 話 111 66 27 10 214

ＦＡＸ - - - - -

計 161 83 38 13 295

27

面 談 53 24 13 5 95

電 話 92 80 22 12 206

ＦＡＸ - - - - -

計 145 104 35 17 301

28

面 談 81 10 12 6 109

電 話 122 74 40 17 253

ＦＡＸ - - - - -

計 203 84 52 23 362

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと

めている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・年々，父子家庭の相談が増加している。

・相談内容が，子どもの発達障害，養育費，制度に関すること，メンタルの問題等

多様化してきている。

・ラジオ・新聞による広報は対象者が限定され，効果が一時的であるが，スマート

フォン等の普及に伴い，最近はインターネットで検索したという相談者が増加

しているので，インターネットを利用した広報の充実を検討している。
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７ 子どもに関する相談全般

主務課 保健福祉部子ども家庭課

相談業務実施機関

（相談窓口）

中央児童相談所

倉敷児童相談所

津山児童相談所

相談業務の目的 すべての子どもが心身ともに健やかに育ち，その持てる力を最大限に発揮するこ

とができるよう，子ども及びその家庭等を援助することを目的とし，児童福祉の

理念及び児童育成の責任の原理に基づき，常に子どもの最善の利益を優先して考

慮し，援助活動を展開する。

対象者 18 歳未満の子どもとその家族，及びその子どもの関係機関

相談業務の概要 子どもの福祉に関するあらゆる問題についての相談

相談員体制 【中央児童相談所】

・常勤職員 28 名（専任 22 名，兼任６名）

〔有資格者（内数）〕児童福祉司 11 名，児童心理司３名，保健師１名

・非常勤嘱託職員（専任）87 名（内訳：家庭相談員１名，里親委託等推進員１名，

児童虐待対応協力員１名，医師９名，心理判定員 16 名，弁護士２名 他）

【倉敷児童相談所】

・常勤職員（兼任）37 名

〔有資格者（内数）〕児童福祉司 17 名，児童心理司 11 名，保健師２名，保育士

１名

・非常勤嘱託職員 17 名（専任７名，兼任 10 名）（内訳：家庭相談員４名，里親委

託等推進員１名，児童虐待対応協力員２名，医師９名，心理判定員１名）

【津山児童相談所】

・常勤職員（兼任）15 名

〔有資格者（内数）〕児童福祉司７名，児童心理司２名，保健師１名

・非常勤嘱託職員 15 名（専任８名，兼任７名）（内訳：家庭相談員２名，里親委託

等推進員１名，児童虐待対応協力員１名，医師５名，心理判定員２名 他）

相談実施状況 ￮ 来所（面談）・電話 

平日 8:30～17:15（原則，予約）（緊急対応は除く）

児童福祉司及び児童心理司が対応

※ 緊急一時保護，虐待通告相談は，24 時間 365 日対応

￮ ＦＡＸ，メール，訪問  必要に応じて，児童福祉司，児童心理司が対応 

【中央児童相談所のみ】

￮ 家庭電話相談室 毎週月～土曜日 9:00～20:00 

相談員４名が，１日２名体制で対応

相談件数 （単位：件）

区 分
年

度

相 談 内 容

養護 障害 非行 育成 計

中央児童相談所 26 173 230 26 66 495

27 157 258 15 82 512

28 173 225 15 65 478

倉敷児童相談所 26 761 1,238 192 340 2,531

27 851 1,328 146 355 2,680

28 859 1,332 142 349 2,682

津山児童相談所 26 258 332 14 130 734

27 246 369 15 117 747
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28 274 416 19 108 817

※相談方法別ではなく，相談内容別で集計している。

※件数は，継続相談件数を除く。（福祉行政報告例の基準による。）

【中央児童相談所（家庭電話相談室）】（別掲） （単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

養護 障害 非行 育成 家庭 その他 計

26

電 話

66 15 1 587 1,321 51 2,041

27 74 14 - 639 688 16 1,431

28 53 5 2 593 478 33 1,164

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと

めている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・児童虐待については，警察からの通告が増加しており，中でも面前ＤＶ事案の通

告が増加している。また，中学卒業から 18 歳未満の相談対応件数が増加してい

る。

・年長児童（15 歳以上）の一時保護件数が増加している。

・休日，夜間における相談や緊急一時保護対応等，今後の相談体制のあり方につい

て，検討を始めている。

・研修の実施等により職員（相談員）の人材育成を図っている。

・機関により相談対応にスキルの差があること，機関の役割の違いから問題の捉

え方や支援方法に違いがあることなどから，関係機関との連携に課題は多い。

各機関の特徴をよく理解した上で，ケースごとに連携の工夫が必要である他，

研修実施による市町村への支援等が必要と考えている。
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８ 障害児に関する相談

主務課 保健福祉部障害福祉課

相談業務実施機関

（相談窓口）
岡山県手をつなぐ育成会 心身障害児（者）療育相談コーナー

相談業務の目的 家庭において，心身障害児（者）を療育している保護者に対し，療育相談，援護措

置等の各種の相談に応じ，家庭での療育のあり方を指導するとともに，近年，心身

障害児（者）の人権・権利の擁護がますます必要になってきていることから，成年

後見制度や法律に関する相談にも対応することにより，心身障害児（者）の福祉の

充実を図る。

対象者 心身障害児（者）及びその保護者

相談業務の概要 ・療育相談，生活指導 ・在宅援護措置等の相談 ・成年後見制度や法律の相談

・その他心身障害児（者）の発達に関する各種相談

相談員体制 〔委託：一般社団法人岡山県手をつなぐ育成会〕

常勤職員（兼任）１名，非常勤職員（兼任）３名

各地域の知的障害者相談員（専任）17 名

相談実施状況 ￮ 来所（面談） 

・県全域 毎月第２，４火曜日 13:00～

主に育成会職員が対応，相談内容により精神科医等に依頼することもある

・備南地区 毎週月曜日 10:00～

・井笠地区 随時 10:00～ 主に知的障害者相談員が対応

・新見地区 毎月第３水曜日 10:00～

・津山地区 毎月第１木曜日 13:30～

相談件数

(※相談実施機関で扱っ

た監査対象相談業務の

うち，相談記録が残って

いるもののみ)

（単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

生活

相談

療育

相談

援 護
措 置
相 談

その他 計

26

面 談

4 3 - 7

27 15 7 2 1 25

28 21 11 3 - 35

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと

めている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・18 歳未満の子どもに関する相談の全体に占める割合は少ない。

・親の高齢化や親亡き後のことで，知的障害者である子が地域で生活していく上

での不安に関する相談が増えている。

・相談員の高齢化のため，若い相談者とのジェネレーションギャップを埋めるこ

とが少し難しくなっている。

・法や制度等の変化により，相談内容もめまぐるしく変化してきており，相談員の

研修等を充実させていく必要がある。
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９ 発達障害に関する相談

主務課 保健福祉部障害福祉課

相談業務実施機関

（相談窓口）
おかやま発達障害者支援センター

相談業務の目的 発達障害のある方やその家族が，どのライフステージでも身近な地域で個別の特

性に応じた支援を受けることができるように，関係機関と連携しながら，支援を

行う。

対象者 発達障害のある方とその家族及び関係機関の支援者

相談業務の概要 相談支援，発達支援，就労支援

相談員体制 〔委託：社会福祉法人旭川荘〕

常勤職員（専任）８名

相談実施状況 相談日 毎週月～金曜日（祝日を除く）9:00～17:00

￮ 来所（面談） 予約制により，担当相談員が対応 

￮ 電話（受付） 曜日ごとに相談員の当番制により対応 

￮ 訪問     予約制により，関係機関の相談場所に訪問 

（家庭訪問は行っていない）

相談件数

(※相談実施機関で扱っ

た監査対象相談件数)

（単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

現
在
の
生
活
、
家
庭
や

家
族
が
で
き
る
こ
と

進
路
や
将
来
の
生
活

現
在
通
学
し
て
い
る
学

校
、
利
用
し
て
い
る
サ

ー
ビ
ス
等
の
こ
と

診
断
・
相
談
・
支
援
が

受
け
ら
れ
る
機
関
に
関

す
る
こ
と

今

後

の

就

労

そ

の

他

計

26

面 談 15 8 17 1 27 3 71

電 話 28 13 63 9 17 13 143

訪 問 28 1 1 1 9 49 89

計 71 22 81 11 53 65 303

27

面 談 1 2 5 - 8 13 29

電 話 49 7 15 9 - 14 94

訪 問 14 - 24 - - 24 62

計 64 9 44 9 8 51 185

28

面 談 13 9 3 2 6 4 37

電 話 34 14 15 19 1 16 99

訪 問 20 5 6 - 6 34 71

計 67 28 24 21 13 54 207

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと

めている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・例年，相談者（実人数）の６割程度が 19 歳以上の年齢であり，その傾向は変わ

っていない。

・関係機関のバックアップが発達障害者支援センターの主な役割であるため，ケ

ースの引き継ぎというよりも，相談者の所属先や身近な支援機関と協働して支

援を行っている。

・連携を行う機関や領域が多岐に渡るため，他機関に発達障害者支援センターの

役割を知ってもらうことが課題である。

・成人期の相談が多く，その対応が優先される中，幼児期や学齢期の相談やその時

期の家族の相談に対応できる職員が限定されているため，他職員の面接や機関
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コンサルテーションへの陪席や同行，家族支援事業等の業務を通じた職員のス

キル向上に取り組んでいる。
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10 子ども自身からの相談全般

主務課 教育庁生涯学習課

相談業務実施機関

（相談窓口）
子どもほっとライン

相談業務の目的 いじめ問題をはじめ，性の問題，自分の生き方や家族・友人関係で悩む子どもたち

を支援するため，子どもたちが電話などにより，24 時間気楽に悩みを相談できる

体制を整備し，子どもたちのすこやかな成長を促す。

対象者 原則，18 歳未満の子ども

相談業務の概要 いじめ問題，性の問題，自分の生き方や家族・友人関係 等

相談員体制 専任の学生ボランティア（有償）37 名

相談実施状況 ￮ 電話  平日 17:00～21:30，土日祝日 8:30～21:30（年末年始を除く） 

平日２交替制，土日祝日４交替制で相談員が１名ずつ対応

￮ メール 24 時間受付 

相談員が勤務時間内で対応

相談件数

(※相談実施機関で扱った総件数)

（単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

異性
・
交遊

健康
・
性

家庭 いじめ
学習

相談
その他 計

26

電 話 298 146 54 89 30 1,010 1,627

メール 186 126 55 32 19 147 565

計 484 272 109 121 49 1,157 2,192

27

電 話 218 201 68 87 26 1,032 1,632

メール 226 181 71 18 21 489 1,006

計 444 382 139 105 47 1,521 2,638

28

電 話 228 172 63 66 38 729 1,296

メール 187 204 70 9 12 334 816

計 415 376 133 75 50 1,063 2,112

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと

めている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・幅広く周知しているため，県内のみならず県外からの相談もあり，相談者の近く

の相談機関を紹介する場合がある。

・年間相談件数はここ数年減少傾向にあるが，夏休み明けの９月，10 月は毎年相

談件数が増えている。

・相談員が学生ボランティアであるため，卒業などで入れ替わりがあり，新規相談

員の確保が厳しい年度がある。また，相談員の養成にも時間が掛かる。

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



- 39 -

11 教育相談

主務課 教育庁生徒指導推進室

相談業務実施機関

（相談窓口）

青少年総合相談センター 教育相談

高梁教育相談室

相談業務の目的 いじめ・不登校等の学校不適応問題の解決を図るため，いじめ，不登校，非行，教

育，性格・行動等教育上の諸問題について，児童生徒本人や保護者等に対して電話

相談並びに面接相談を行う。

対象者 児童生徒，保護者 等

相談業務の概要 いじめ，不登校，非行，教育，性格・行動，進路，子育て等の相談

相談員体制 【青少年総合相談センター教育相談】

非常勤嘱託職員９名（専任５名，兼任４名）〔有資格者（内数）〕臨床心理士３名

【高梁教育相談室】

非常勤嘱託職員（兼任）３名 〔有資格者（内数）〕なし

相談実施状況 【青少年総合相談センター教育相談】

￮ 来所（面談）毎週月～金曜日（年末年始を除く）10:00～12:00／13:00～16:00

相談員１名が対応（要事前予約）

￮ 電 話   毎日（年末年始を除く）8:30～21:30 

２交替制で相談員が１名ずつ対応

【高梁教育相談室】

￮ 来所（面談）毎週火，金曜日（祝日を除く）10:00～12:00／13:00～16:00 

相談員１名が対応（要事前予約）

￮ 電 話   毎週火，金曜日（祝日を除く） 9:00～12:00／13:00～16:00 

相談員１名が対応

相談件数

(※相談実施機関で扱った総件数)

【青少年総合相談センター教育相談】 （単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

家庭 不登校
発 達
障害等

学習 進路 その他 計

26

面 談 2 3 - 0 0 2 7

電 話 667 101 - 25 65 471 1,329

計 669 104 - 25 65 473 1,336

27
面 談

・
電 話

467 109 - 142 90 360 1,168

28
面 談

・
電 話

338 225 81 41 61 522 1,268

【高梁教育相談室】 （単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

発 達
障害等

集 団
不適応

進路 不登校 非行 その他 計

26

面 談 - 84 8 67 6 61 226

電 話 - 6 0 4 6 15 31

計 - 90 8 71 12 76 257

27
面 談

・
電 話

- 0 3 22 10 179 214

28
面 談

・
電 話

69 22 20 11 7 8 137

※平成 27，28 年度については，相談方法別の件数は集計していない。

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと
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めている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・相談内容の背景に発達障害が疑われるケースが増えてきたので，平成 28 年度か

ら「発達障害」の項目を設けた。

・相談内容はひとつだけでなく，複数の内容が複合的に重なっていることが多く，

複雑化している。

・いじめや自殺念慮等緊急性の高い相談で，直接の対応が必要と想定されるよう

なケースにおいて，相談者が自身の学校や氏名を明らかにすることを拒む場合

が多く，傾聴にとどまってしまう。

・相談が繰り返される場合の適切な対応が難しい。
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12 子どものＳＯＳ全般の相談

主務課 教育庁生徒指導推進室

相談業務実施機関

（相談窓口）
24 時間子供ＳＯＳダイヤル

相談業務の目的 いじめやその他の子どものＳＯＳ全般に悩む子どもや保護者等が，いつでも相談

機関に相談できるよう，夜間・休日を含めて 24 時間対応可能な相談体制を整備し，

電話相談を行う。

対象者 児童生徒，保護者

相談業務の概要 いじめ相談など，子どものＳＯＳ全般の相談

相談員体制 非常勤嘱託職員 15 名（専任５名，兼任 10 名）〔有資格者（内数）〕臨床心理士６名

相談実施状況 ￮ 電話  毎日 24 時間  ４交替制で相談員が１名ずつ対応 

（8:30～17:00／17:00～21:30 は青少年総合相談センター教育相談員が対応，

21:30～0:30／0:30～8:30 は深夜相談員が対応）

相談件数

(※相談実施機関で扱った総件数)

（単位：件）

年

度

区

分

相 談 内 容

いじめ 家庭
インター
ネット・
ケータイ

健康
・
性

不登校 その他 計

26

電

話

77 65 - 7 6 76 231

27 13 6 1 1 0 10 31

28 37 31 11 8 7 107 201

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと

めている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・平成 27 年度は相談窓口の名称変更に伴い，「ＳＯＳ」という言葉から緊急性の

高い危機的な相談という印象を与えたためか相談件数が激減したが，平成 28 年

度にフリーダイヤル化されたことの周知徹底に努めたところ，件数は増加して

きた。平成 29 年度はさらに利用が進んでいる。

・相談内容はひとつだけでなく，複数の内容が複合的に重なっていることが多く，

複雑化している。

・いじめや自殺念慮等緊急性の高い相談で，直接の対応が必要と想定されるよう

なケースにおいて，相談者が自身の学校や氏名を明らかにすることを拒む場合

が多く，傾聴にとどまってしまう。

・相談が繰り返される場合の適切な対応が難しい。
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13 養育・教育に関する相談全般

主務課 総合教育センター

相談業務実施機関

（相談窓口）
総合教育センター 教育相談

相談業務の目的 幼児児童生徒の心身の健やかな成長発達を図るため，学習，進路，不登校，いじ

め，発達障害など教育上の諸問題について，本人や保護者及び教員等に対して面

接相談並びに電話相談を行う。

対象者 幼児，小・中・高校生，保護者，教職員

相談業務の概要 生活習慣や行動が気になる，集団になじめない，学習の遅れやつまずきが気にな

る，いじめられて困っている，学校に行きたがらない，発育・発達が気になる，落

ち着きのなさや行動が気になる，就学や進路に不安がある，しつけに困っている，

子どもや同僚との関係をよくしたい など，養育上，教育上気がかりなことの相談

相談員体制 常勤職員（兼任）12 名，非常勤嘱託職員（専任）１名

相談実施状況 ￮ 来所（面談）毎週月・水・木・金曜日 9:00～19:00，毎週火曜日 13:00～19:00

（祝日，年末年始を除く）

相談員２名が親子並行面接で対応（要事前予約）

￮ 電 話   毎週月・水・木・金曜日 9:00～17:00，毎週火曜日 13:00～17:00

（祝日，年末年始を除く）

専任の相談員は専属で，兼任の相談員は輪番で対応

相談件数

(※相談実施機関で扱った総件数)

（単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

特別支援教育に関わる
家庭
教育 不登校 その他 計

生活面
集 団
不適応 学習面

26

面 談 120 182 35 - 161 85 583

電 話 92 37 38 21 136 225 549

計 212 219 73 21 297 310 1,132

27

面 談 211 129 54 1 207 92 694

電 話 108 21 26 17 99 202 473

計 319 150 80 18 306 294 1,167

28

面 談 134 132 69 - 90 23 448

電 話 56 24 20 187 54 205 546

計 190 156 89 187 144 228 994

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと

めている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・例年，不登校に関する相談内容の割合が高いが，相談件数は減少傾向にある。近

年，頻回相談者の家庭教育に関する電話相談が増加した。

・相談内容については，既に学校のスクールカウンセラーや地域の相談機関に相

談した後，当センターに相談をしてくるなど困難事例が多くなっている。

・相談業務以外の業務の増加や頻回相談者への対応のため，相談員体制に不足が

生じることがある。

・相談員に臨床心理士等の有資格者がいないため，研修会や部内カンファレンス

を通して，相談員の資質向上に努めている。

・保護者に対して，直接働きかけることのできる広報のあり方が課題である。
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14 少年相談

主務課 警察本部生活安全部少年課

相談業務実施機関

（相談窓口）
岡山少年サポートセンター（ヤングテレホン・ヤングメール）

相談業務の目的 少年による問題行動，少年に係る犯罪及びいじめ等の被害に的確に対応し，少年

の非行防止を図り，その健全育成に資する。

対象者 少年（20 歳未満）や保護者・関係者等

相談業務の概要 非行，犯罪被害，いじめ，学校問題等に関する相談

相談員体制 常勤職員５名（専任１名，兼任４名） 〔有資格者（内数）〕臨床心理士２名

相談実施状況 ￮ 来所（面談） 年末年始を除く平日 8:30～17:15 （要予約） 

少年相談専門員が主として対応

￮ 電話・メール 毎日（24 時間受付） 

8:30～21:45 は，少年サポートセンター職員１名が対応（年末

年始を除く），

その他の時間帯は宿当直の警察官が対応

相談件数

(※相談実施機関で扱った総件数)

（単位：件）

年

度
区分

相 談 内 容

非行 学校 家庭 交友 健康 その他 計

26

面 談 28 4 11 3 - 3 49

電 話 38 63 52 41 8 31 233

メール 5 4 5 10 2 8 34

計 71 71 68 54 10 42 316

27

面 談 27 8 24 6 2 8 75

電 話 26 58 53 46 7 32 222

メール 2 3 6 6 1 13 31

計 55 69 83 58 10 53 328

28

面 談 12 8 4 4 0 1 29

電 話 14 50 32 31 11 23 161

メール 7 12 5 3 1 11 39

計 33 70 41 38 12 35 229

※相談内容は，主なもの（上位 5項目以内）を挙げており，それ以外は「その他」にまと

めている。

相談の状況や変化

課題等

（※相談実施機関の認識）

・相談件数は減少傾向にあり，少年本人よりも保護者や関係機関からの相談が多

い。他に各種相談窓口が整備されてきていることや，最近のＳＮＳ利用の浸透

などで少年にとって電話による相談の敷居が以前より高くなってきていること

も要因と考えられる。

・警察の相談機関であること等相談窓口の役割や現状をよく知ってもらうことが

課題である。

・メール相談では文字情報のみに限られるため，緊急性の判断ができなかったり，

タイムリーなやりとりができなかったりするなど，対応に難しい面がある。
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知事部局関係１

事 務 所 名 監 査 実 施 年 月 日

（県民生活部関係）

県 民 生 活 部 平成29年10月26日

監査結果（指摘事項）

・雑入（生業・修学資金償還金等）の収入未済額について，総額は減少してい

るものの，なお多額の未収額があり，さらなる改善が必要である。

雑入（生業・修学資金償還金等）収入未済状況

平成27年度末 64,297,639円

平成28年度末 53,532,013円

比 較 増 減 △10,765,626円

措置の内容

・文書，電話による督促や，訪問による面談を行い，債務者の収入，資産の状

， ，況等に応じた対応を行うとともに 職員だけでは対応困難な事案については

弁護士への業務委託も活用し，債権の回収に取り組んでいる。

今後も各債務者の状況を踏まえ，きめ細かな対応を心がけながら，収入未済

額のさらなる縮減に努める。

（環境文化部関係）

環 境 文 化 部 平成29年10月24日

監査結果（指摘事項）

・前年度の注意・指導事項のうち，支出の手続が適正でないものについて，本

年度の監査においても，概算払を行っている経費について，精算決議書が作

成されていないものが認められた。

措置の内容

・岡山県財務規則等の会計関係法規などを踏まえ，適切に行うよう関係職員に

周知し，再発防止に努める。
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県 立 美 術 館 平成29年８月23日

監査結果（指摘事項）

・備品購入において，513,000円で契約しているが，請書を徴していないもの

が認められた。

措置の内容

・会計事務必携等で知識の研鑽に努めるとともに，必要書類の漏れがないかチ

ェックを行っている。

（保健福祉部関係）

保 健 福 祉 部 平成29年10月20日

監査結果（指摘事項）

・雑入（看護学生奨学資金貸付金返還金等）及び母子父子寡婦福祉資金貸付金

の収入未済額について，総額は減少しているものの，なお多額の未収額があ

り，さらなる改善が必要である。

雑入（看護学生奨学資金貸付金返還金等）収入未済状況

平成27年度末 9,840,970円

平成28年度末 5,785,230円

比 較 増 減 △4,055,740円

母子父子寡婦福祉資金貸付金収入未済状況

平成27年度末 14,951,433円

平成28年度末 7,770,895円

比 較 増 減 △7,180,538円

措置の内容

・雑入（看護学生奨学資金貸付金返還金等）

債務者に対し，督促状の送付や電話等による督促のほか，債務者の状況に
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応じて，履行延期等を行っているところであり，今後とも引き続き，収入未

済額の解消に努めるとともに，債務者の経済状況等を正確に把握して適正な

収納管理に努める。

・母子父子寡婦福祉資金貸付金

債務者に対し，督促状の送付や電話等による督促のほか，債務者の状況に

応じて，履行延期等を行っているところであり，今後とも引き続き，収入未

済額の解消に努めるとともに，債務者の経済状況等を正確に把握して適正な

収納管理に努める。

福 祉 相 談 セ ン タ ー 平成29年８月22日

監査結果（指摘事項）

・児童保護弁償金の収入未済額について，総額は減少しているものの，なお多

額の未収額があり，さらなる改善が必要である。

児童保護弁償金収入未済状況

平成27年度末 11,190,400円

平成28年度末 10,063,450円

比 較 増 減 △1,126,950円

・平成27年度の児童一時保護委託費の支出において誤って正当債権者でない者

に支出したものを，平成28年度において誤支出であることが判明したため，

正当債権者への支出及び誤払いに係る返納を行っているものが認められた。

措置の内容

・児童保護弁償金

， ， ， ，滞納者に対しては 事務担当者と担当の児童福祉司が連携し 文書 訪問

電話等による督促を行っている。児童保護弁償金徴収強化月間を年３回実施

しているほか，通年で訪問徴収を行うなど，督促強化に取り組んでいる。

また，新規滞納者の発生の未然防止を図るため，児童の施設入所に際して

発生する費用とその負担についての説明用チラシを作成し，納入義務者に説

明するなど，納期限内納付に向け取り組んでいる。

・正当債権者への支出がなされていないもの

， ， ，今後は 内部のチェック体制を強化し 正当債権者への適正な支払を行い

誤った債権者への支払等がないように努める。

倉 敷 児 童 相 談 所 平成29年８月３日
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監査結果（指摘事項）

， ，・収入未済額について 児童保護弁償金については総額が減少しているものの

児童保護弁償金に係る延滞金については増加している。また，総額が減少し

た項目についても，なお多額の未収額があり，併せてさらなる改善が必要で

ある。

児童保護弁償金収入未済状況

平成27年度末 14,406,760円

平成28年度末 10,277,810円

比 較 増 減 △4,128,950円

児童保護弁償金に係る延滞金収入未済状況

平成27年度末 1,336,800円

平成28年度末 1,377,700円

比 較 増 減 40,900円

措置の内容

・新たな収入未済の発生防止のため，滞納者との面談時などに，納付の確実な

履行を求めるとともに，口座振替による期限内納付を積極的に進めている。

また，電話催告や文書催告に加えて，幅広く財産調査を行い，換価可能財産

， 。が判明したケースについては滞納処分を行うなど 適正な執行に努めている

， ，同時に 生活困窮や行方不明等により納付の見込みがないケースについては

滞納処分の執行停止を行うなど，債権の整理も進めている。

津 山 児 童 相 談 所 平成29年７月27日

監査結果（指摘事項）

， ， ，・児童保護弁償金の収入未済額について 総額が増加し 多額の未収額があり

さらなる改善が必要である。

児童保護弁償金収入未済状況
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平成27年度末 7,138,320円

平成28年度末 7,816,160円

比 較 増 減 677,840円

措置の内容

・滞納者に対して，事務職員と児童福祉司が連携し，文書，電話及び訪問によ

る納付の催告を行ったが，指摘事項のうち58件，225,395円の収入に止まっ

ているところである。

引き続き催告を行うとともに，財産調査等を踏まえて滞納処分を検討するな

ど，収入未済の収入に努める。また，費用負担の必要性についての納入義務

者への十分な説明，口座振替の利用促進，滞納の初期段階での積極的な催告

などにより新たな収入未済の発生防止に努める。

健 康 の 森 学 園 平成29年８月４日

監査結果（指摘事項）

・学園内に設置している飲料自動販売機の電気使用料の収入において，契約書

では，設置許可者（岡山県障害福祉課）が自動販売機設置者負担分を収入す

ることとなっているが，この約定に反して，当該負担分について，設置事務

所（健康の森学園）が支出済の電気使用料への歳出戻入により処理している

ものが認められた。

・契約金額100万円以上の建物修繕契約の支払において，検査調書を作成して

いないものが認められた。

措置の内容

・支出関係でその他適正でないもの

自動販売機の電気使用料については，契約書に基づき，設置許可者（岡山

県障害福祉課）において，収入することとした。今後は，契約内容の確認を

徹底し，適正な事務処理を行うよう努める。

・履行確認が適正でないもの

修繕完了後，直ちに検査調書を作成することとし，作成漏れが発生しない

よう，複数の職員による確認の徹底を行っており，適正な事務処理を行うよ

う努める。

（産業労働部関係）

産 業 労 働 部 平成29年10月30日

平成３０年３月２７日　岡山県公報　第１１９７６号



監査結果（指摘事項）

・中小企業支援資金貸付金（高度化・近代化）の収入未済額について，総額は

， ， 。減少しているものの なお多額の未収額があり さらなる改善が必要である

中小企業支援資金貸付金（高度化・近代化）収入未済状況

平成27年度末 565,319,547円

平成28年度末 536,100,115円

比 較 増 減 △29,219,432円

・ 公社）岡山県観光連盟への負担金（67,317,000円）の支出において，検査（

調書を作成していないものが認められた。

措置の内容

・中小企業支援資金貸付金

新たな収入未済の発生防止については，貸付組合等に対して定期的に運営

診断を実施し，経営状況を把握して指導を行うことにより対応している。現

在，収入未済となっている貸付金については，貸付先及び連帯保証人等との

交渉や督促により，早期回収に努めるとともに，債権回収会社のノウハウや

交渉力を活用し，連携して連帯保証人等への督促を行っている。

なお，自己破産等の法的整理や連帯保証人の行方不明などにより，回収の

目処が立たないものについては，債権放棄等の不納欠損処分を行うこととし

ている。

・履行確認が適正でないもの

今後は，岡山県財務規則に基づき，適切に検査調書を作成する。

（土木部関係）

土 木 部 平成29年10月27日

監査結果（指摘事項）

・収入未済額について，雑入（工事現場発生事故損害賠償金求償等）について

は総額が減少しているものの，土木使用料（住宅使用料）については増加し

ている。また，総額が減少した項目についても，なお多額の未収額があり，

併せてさらなる改善が必要である。

土木使用料（住宅使用料）収入未済状況
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平成27年度末 54,408,397円

平成28年度末 58,022,211円

比 較 増 減 3,613,814円

雑入（工事現場発生事故損害賠償金求償）収入未済状況

平成27年度末 9,893,826円

平成28年度末 9,881,826円

比 較 増 減 △12,000円

措置の内容

・土木使用料（住宅使用料）

指定管理者が配置している専任の収納員による電話での督促や，県職員を

含めた個別訪問による徴収などに加え，家屋明渡請求訴訟等の提起や債権回

収会社及び弁護士への委託により，一層の収入確保に努める。

・雑入（工事現場発生事故損害賠償金求償）

債務者である会社の実態が確認できず，将来事業を再開する見込もなく，

かつ，差し押さえることができる財産も確認できないことから，岡山県債権

管理条例第９条第１号の規定により平成27年度に徴収停止を行った。

（県民局及び地域事務所）

備 前 県 民 局 平成29年10月16日～10月17日

監査結果（指摘事項）

・収入未済額について，県税等，雑入（生活保護費返還金 ，母子父子寡婦福）

祉資金貸付金及び農業改良資金貸付金については総額が減少しているもの

の，土木使用料については増加している。また，総額が減少した項目につい

ても，なお多額の未収額があり，併せてさらなる改善が必要である。

県税等収入未済状況

平成27年度末 2,545,835,624円
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平成28年度末 2,318,972,766円

比 較 増 減 △226,862,858円

雑入（生活保護費返還金）収入未済状況

平成27年度末 7,019,390円

平成28年度末 5,407,029円

比 較 増 減 △1,612,361円

母子父子寡婦福祉資金貸付金収入未済状況

平成27年度末 9,728,120円

平成28年度末 9,606,060円

比 較 増 減 △122,060円

農業改良資金貸付金収入未済状況

平成27年度末 36,359,655円

平成28年度末 33,306,655円

比 較 増 減 △3,053,000円

土木使用料収入未済状況

平成27年度末 6,294,359円

平成28年度末 6,634,739円

比 較 増 減 340,380円

措置の内容

・県税等

滞納案件に対しては，幅広い財産調査を行い，財産が判明した場合は，迅
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速かつ効果的に差押えを行う等，案件の早期解決に取り組んでいる。また，

捜索やタイヤロック等の強化月間等を設け，大口・悪質案件の財産発見に努

め，不動産，自動車，動産等の公売を行う等により，一層の税収確保を図っ

ている。

特に，滞納額の約７割以上を占める個人県民税については，賦課・徴収事

務を行っている市町との連携が不可欠であることから，市町からの徴収引継

や徴収担当職員の研修会開催等の支援を行い，税収確保に努めている。

また，給与所得者の個人住民税については，市町と連携・協力して平成28

年度から特別徴収の徹底を全県一斉に実施した。

・雑入（生活保護費返還金）

生活保護費の返還金・徴収金を滞納している者に対して償還指導を行い，

（ ） 。平成29年12月末現在で９件156,472円 うち完済３件70,472円 を回収した

また，消滅時効（地方自治法第236条第１項）が完成した１件985,261円に

ついては，不納欠損処理中である。

・母子父子寡婦福祉資金貸付金

滞納者に対して家庭訪問や文書・電話による償還指導を繰り返し行うとと

もに，生活状況に応じて分割納入等の指導を行った。あわせて，連帯保証人

に滞納状況を通知するなど償還指導に努めた結果，平成29年12月末現在で，

107件859,440円を償還させた。

新規の貸付にあたり，借主，連帯借主及び連帯保証人への面接を行い，償

還意識醸成の徹底を図ることにより，新たな滞納の発生予防に努めている。

・農業改良資金貸付金

農業普及指導センターの指導により経営の安定化を図るとともに，償還計

画を作成させ計画的な償還を促している。

償還が滞る場合は，借受者や連帯保証人との面談，電話連絡等により償還

を求めている。

平成29年12月末現在で，2,661,417円が納付された。

・土木使用料

河川占用料については，文書や電話による催告及び訪問を繰り返し行い，

財産調査を実施するとともに，誓約書に基づく計画的な納付を促している。

港湾占用料については，債務者の法人代表者が死亡しているものの交代等

の登記はされていないため，法人名義の財産調査を行っている。

ボートパーク等施設使用料については，電話及び文書催告，訪問により回

， ， 。収に努めているが 一括納付が困難な場合は 分納による納付も促している

これらの取組により，平成29年12月末現在の収入未済額は，364,162円減

少している。

備 中 県 民 局 平成29年10月11日～10月12日

監査結果（指摘事項）
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・県税等，雑入（生活保護費返還金 ，母子父子寡婦福祉資金貸付金及び農業）

改良資金貸付金の収入未済額について，総額は減少しているものの，なお多

額の未収額があり，さらなる改善が必要である。

県税等収入未済状況

平成27年度末 1,523,157,181円

平成28年度末 1,262,032,240円

比 較 増 減 △261,124,941円

雑入（生活保護費返還金）収入未済状況

平成27年度末 7,133,527円

平成28年度末 6,532,438円

比 較 増 減 △601,089円

母子父子寡婦福祉資金貸付金収入未済状況

平成27年度末 10,495,584円

平成28年度末 7,401,368円

比 較 増 減 △3,094,216円

農業改良資金貸付金収入未済状況

平成27年度末 23,100,040円

平成28年度末 21,343,525円

比 較 増 減 △1,756,515円

措置の内容

・県税等

納税環境の整備や広報等により納期内納付の推進を図るとともに，滞納事
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案については，財産調査の徹底と迅速・厳正な差押え並びに公売及び取立て

に努めるなど，収入未済額の縮減に努めている。

また，県税収入未済の９割を占め，市町が賦課徴収している個人県民税に

ついては，岡山県滞納整理推進機構の有効活用，市町からの徴収引継，市町

への県職員併任派遣や滞納整理に係る助言等により，管内市町の徴収事務を

支援し収入未済額の縮減に努めている。

・雑入（生活保護費返還金）

保護受給中の者については，毎月の保護費支給のタイミングで計画的な徴

収を行っている。

保護廃止の者については，収入状況を確認し，返済可能額について交渉の

上徴収を行う一方，返済が可能であるにもかかわらず誠意ある対応がみられ

ない者に対しては，個別の状況を勘案のうえ，滞納処分により強制的な徴収

を行った。

引き続き，滞納者が低所得であることを勘案しながら，文書や訪問による

納付指導を行うとともに，返済が可能であるにもかかわらず誠意ある対応が

みられない者に対しては法的手段に訴え，収入未済の解消に努める。

なお，返還金等が生じていない保護受給者に対しても，収入申告義務につ

いて繰り返し説明するとともに，世帯の状況確認に努め，新たな返還金・徴

収金の発生の未然防止に取り組む。

・母子父子寡婦福祉資金貸付金

滞納者（連帯借主及び連帯保証人を含む ）に対して電話や文書，訪問に。

より催告，償還指導を行った。償還が滞り始めた段階で，電話や文書による

催告等早期に指導を開始し，市町担当者等関係者との連携を密にし，情報収

集することで滞納の固定化防止に取り組んだ。

， ， ，また 過年分滞納者で分納中の者については 納入の継続を促すとともに

納入が困難となった者については訪問により本人の生活状況を確認したり，

償還者・償還方法の再検討，分納約束の見直しや相談を受けた。あわせて，

連帯保証人への連絡や，借主，連帯借主の居所等確認のための住民票調査等

を行った。

なお，償還について専門的知識・助言を必要とする場合は，本庁又は嘱託

弁護士への相談を行った。

今後も，引き続き収入未済の解消に努める。

・農業改良資金貸付金

農業改良資金貸付金の滞納事案については，全て履行延期の特約承認を行

っており，新たな償還計画に沿った計画的な償還が行われている。

必要に応じて，電話連絡等により滞納者の経営状況や家計状況等を把握す

るとともに，年度末には，滞納者及び連帯保証人に対し，文書による残高通

知と計画的な償還指導を行っている。

引き続き，滞納者等の返済状況を注視しながら，計画的な償還が行われる

よう指導し，収入未済の解消に努める。
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美 作 県 民 局 平成29年10月５日～10月６日

監査結果（指摘事項）

・収入未済額について，雑入（シュレッダーダスト撤去事業費負担金等 ，県）

税等及び母子父子寡婦福祉資金貸付金については総額が減少しているもの

の，雑入（生活保護費返還金）及び農業改良資金貸付金については増加して

いる。また，総額が減少した項目についても，なお多額の未収額があり，併

せてさらなる改善が必要である。

雑入（シュレッダーダスト撤去事業費負担金等）収入未済状況

平成27年度末 136,510,323円

平成28年度末 136,500,323円

比 較 増 減 △10,000円

県税等収入未済状況

平成27年度末 264,318,750円

平成28年度末 218,986,016円

比 較 増 減 △45,332,734円

雑入（生活保護費返還金）収入未済状況

平成27年度末 3,449,694円

平成28年度末 4,401,599円

比 較 増 減 951,905円

母子父子寡婦福祉資金貸付金収入未済状況

平成27年度末 6,244,187円

平成28年度末 4,984,802円
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比 較 増 減 △1,259,385円

農業改良資金貸付金収入未済状況

平成27年度末 2,788,742円

平成28年度末 3,372,352円

比 較 増 減 583,610円

措置の内容

・雑入（シュレッダーダスト撤去事業費負担金等）

シュレッダーダスト撤去事業費負担金については，債務者に弁済能力がな

いことから，岡山県債権管理条例の規定に基づき平成26年７月に徴収停止と

したが，徴収停止から３年経過した後も状況が変わらないことから，同条例

の規定に基づき平成29年８月１日付けで債権放棄がなされ，不納欠損の処理

を行った。

スラッジ撤去処理処分費負担金については，債務者に対し電話等による督

促を行った結果，債務額の一部（5,000円）が納入された。今後も債務者に

対し，面談，電話等による督促を継続し，収入の確保に努める。

・県税等

滞納者の財産調査を早期に行い，財産判明後は厳正かつ迅速に差押え等の

滞納処分を行っている。また，滞納整理強化月間を設け，大口・悪質事案を

中心に捜索やタイヤロック等を積極的に実施し，差押えた動産等はインター

ネット公売による換価を行っている。

滞納額の８割以上を占める個人県民税については，賦課徴収を行っている

市町村から大口・困難事案等を岡山県滞納整理推進機構や県民局へ引き継ぐ

など支援を行っている。また，その収入率向上のため，平成28年度から県内

全ての市町村で給与からの特別徴収を徹底する取組を市町村と連携して推進

している。

今後も，滞納処分のさらなる迅速化と市町村との連携強化により，収入率

の向上と未収額の縮減に努める。

・雑入（生活保護費返還金）

生活保護費返還金・徴収金については，文書及び電話連絡による督促を実

施，県内居住者については，訪問による督促を実施した結果，債務額の一部

（平成29年12月末現在313,974円）について償還があった。今後とも督促を

行い，収入確保に努めるとともに，収入未済の発生防止に努める。

・母子父子寡婦福祉資金貸付金

母子父子寡婦福祉資金貸付金については，滞納者に対して督促状や催告
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書の送付及び電話による償還指導等の結果，債務額の一部（平成29年12月末

現在1,103,972円）について償還があった。

今後も，これらの取組を継続して行うとともに，新たに償還が開始される

場合は，借主のみでなく連帯借主や連帯保証人へも償還開始の通知を行って

償還への自覚を促すなど，新たな収入未済の発生防止に努める。

・農業改良資金貸付金

県が貸し付けを行った農業改良資金で，現在，滞納となっている３者につ

いては，これまで，本人や家族と面談し，生活状況を把握するほか，継続的

な償還に向けた指導を行っている。２者からは，一定額の償還が継続されて

いる。

，「 」残り１者については 税外債権整理・回収業務等に係る委託マニュアル

に基づき，平成28年度末から，債権整理・回収業務を弁護士に委託している

が，委託弁護士から借受者に催告を行っても返済が履行されないため，委託

弁護士から連帯保証人等へも催告を行っているところである。

２ 企業局関係

事 務 所 名 監 査 実 施 年 月 日

企 業 局 （ 工 業 用 水 道 事 業 ） 平成29年７月14日

監査結果（指摘事項）

・収入未済額について，給水承認取消負担金については総額に増減がなく，営

業未収金（給水料金）については増加している。また，総額に増減がない項

， ， 。目についても なお多額の未収額があり 併せてさらなる改善が必要である

営業未収金（給水料金）収入未済状況

平成27年度末 43,689,446円

平成28年度末 65,520,768円

比 較 増 減 21,831,322円

給水承認取消負担金収入未済状況

平成27年度末 2,543,100円

平成28年度末 2,543,100円
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比 較 増 減 0円

措置の内容

・営業未収金（給水料金）

， ， ，破産手続中であったものについては 先般破産手続が終結し 配当により

一部を回収，残余を不納欠損処理した。

その他については，平成29年３月に抵当権を設定し，債権の確保を図って

いるところであり，また，経営再建中の企業のものであることから，当該企

， 。業に対して まずは滞納額の累増を防止するよう指示しているところである

なお，本年度７月分以降の給水料金について，滞納は発生していない。

・その他の未収金（給水承認取消負担金）

上記破産手続中であったものであり，同様に配当により一部を回収，残余

を不納欠損処理した。

３ 教育委員会関係

事 務 所 名 監 査 実 施 年 月 日

教 育 庁 平成29年10月24日

監査結果（指摘事項）

・高等学校貸付奨学金，高等学校等奨学金貸付金及び大学奨学金貸付金の収入

未済額について，総額は減少しているものの，なお多額の未収額があり，さ

らなる改善が必要である。

高等学校貸付奨学金収入未済状況

平成27年度末 57,648,409円

平成28年度末 46,931,246円

比 較 増 減 △10,717,163円

高等学校等奨学金貸付金収入未済状況

平成27年度末 388,553,224円

平成28年度末 282,630,834円
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比 較 増 減 △105,922,390円

大学奨学金貸付金収入未済状況

平成27年度末 198,438,338円

平成28年度末 153,644,147円

比 較 増 減 △44,794,191円

措置の内容

・高等学校貸付奨学金

滞納者に対して，文書・電話・訪問による督促を繰り返し行うとともに，

， 。連帯保証人・保証人にも督促を行い 全ての債務者に状況を認識させている

新たな収入未済の発生防止のため，早い段階から電話や訪問による督促を

実施するとともに，猶予制度の活用についても促している。

また，繰り返しの督促に応じないなどの債務者に対しては，法的手続を含

めた対応を弁護士に委託し，返還請求に関する訴えの提起を行うなど，債権

整理・回収の強化を行っている。

・高等学校等奨学金貸付金及び大学奨学金貸付金

滞納者や連帯保証人に対して，文書・電話・訪問による督促を繰り返し行

うとともに，連絡が取れない者については，住民票等の公用請求なども行い

ながら，居住地の特定・生活状況の把握に努めている。

新たな収入未済の防止のため，市町村教育委員会とも連携し，経済的に困

窮している場合には返還免除制度の周知等を行っている。

また，繰り返しの督促にも応じないなどの債務者に対しては，法的手続を

含めた対応を弁護士に委託し，返還請求に関する訴えの提起を行うなど，債

権整理・回収の強化を行っている。

玉 野 光 南 高 等 学 校 平成29年10月30日

監査結果（指摘事項）

・授業料の督促状を送付し，納付の確認をした際に，延滞金の調定手続が行わ

れていないものが認められた。

措置の内容

・保護者に説明をし，納付をしていただいた。事務室内で授業料等の未納者の

状況を朝礼等で共有し，諸帳簿の点検を十分に行い再発防止に努める。
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倉 敷 ま き び 支 援 学 校 平成29年７月11日

監査結果（指摘事項）

・バスケットゴール購入の見積り合わせにおいて，支出予定額（積算額）を超

えた予定価格を設定しているものが認められた。

措置の内容

・適正に設定した予定価格に基づく事務処理の際に記載ミスをすることのない

よう，複数の職員による確認を徹底し，再発の防止に努める。

４ 公安委員会関係

事 務 所 名 監 査 実 施 年 月 日

警 察 本 部 平成29年10月30日

監査結果（指摘事項）

・放置違反金の収入未済額について，総額は減少しているものの，なお多額の

未収額があり，さらなる改善が必要である。

放置違反金収入未済状況

平成27年度末 6,904,921円

平成28年度末 6,599,064円

比 較 増 減 △305,857円

・平成27年度の常時経費において，年度末精算後速やかに戻入を行うべきとこ

ろ，当該年度内に戻入されていないことが判明したため，平成29年３月に収

入しているものが認められた。

措置の内容

・諸収入（放置違反金）

新たな収入未済の発生を抑止するため，滞納者に対し，早期催促や預貯金

の差押え等の滞納処分を実施している。

また，放置違反金等徴収強化期間を前年度よりも延長し，訪問催促活動を

実施するとともに，総務部財政課が委託している債権回収会社に，県外に居

住する滞納者の所在調査を依頼するなど一層の収入確保に努めた。

今後も，使用者責任追及の公平性を確保するため，資力があるにもかかわ
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らず支払わない滞納者に対しては，毅然とした態度で回収に臨み，収入未済

の圧縮に努めていく。

・戻入の事務処理が適正でないもの

担当者に対して，公金の取扱いの重要性を指導するとともに，毎月，担当

者以外の者が精算の履行状況を点検することで，再発防止を図っている。

笠 岡 警 察 署 平成29年７月14日

監査結果（指摘事項）

・警察車両による交通事故で亡失損傷したもので損害額100万円以上の事故の

発生が認められた。

措置の内容

・同種交通事故の絶無を期すため，朝礼及び全体会議において，全署員を対象

に，車両後退時の側乗員による安全確認の徹底，県に対する損害と警察活動

， ，に与える影響 交通事故が及ぼす社会的反響等について指導・教養を実施し

交通事故防止に関する意識の高揚に努めている。

津 山 警 察 署 平成29年６月27日

監査結果（指摘事項）

・警察車両による交通事故で亡失損傷したもので損害額100万円以上の事故の

発生が認められた。

・前年度の注意・指導事項のうち，契約書の内容が適正でないものについて，

本年度の監査においても，ガソリンの単価契約において徴取している暴力団

排除条例に係る誓約書の内容が改正前の内容となっているものが認められ

た。

措置の内容

・物品の管理が適正でないもの

全署員を対象に，定期招集・朝礼時等で交通事故の防止及び物品の適正な

管理について幹部が指導・教養を行っている。また，毎週火曜日を運転訓練

日に指定し，運転指導員が中心となって，全署員に対して，実車による運転

技能指導を実施するなど，実践に基づいた安全運転教育を実施している。

・前年度の注意・指導事項のうち，契約書の内容が適正でないもの

注意・指導された事項については，担当者間での引継ぎを確実に行うとと

もに，以後は複数者による確認を徹底し，相互チェックによる再発防止を図

っている。
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平成２８年度包括外部監査の結果に基づき講じた措置状況 

 

選定した特定の事件（監査テーマ）  

「観光及びこれに関連する事業に係る財務に関する事務の執行について」 

 

監査の結果等（要約）  措置状況 

第 2 監査結果 

Ⅰ  観光事業（個別事業）について  

1 空路利用促進事業 

(1) 目標値との乖離分析の実施（意見） 

 

「おかやま生き活き観光アクションプラン」

の目標指標は、岡山空港に運航する国際定期便

の週当たり便数を 25 便としているが、平成 28

年 12 月現在、19 便となっている。  

搭乗者数 の増加 等を 含め一定 の成果 を収 め

ているが、目標達成には至っておらず、その原

因を明確化するためには、個々の施策を具体的

に検証し、施策の見直しを含めた検討を行うこ

とが望ましい。 

 

 

国際線の便数は、利用実績にかかわ

らず、航空会社の路線戦略に伴って増

減便を繰り返す傾向があり、指標とし

ては課題があったため、「新晴れの国

おかやま生き活きプラン」では、よ り

県民生活への直接的な効果が反映でき

る岡山空港の国際線利用者数を生き活

き指標に設定し、今後、利用者数の拡

大に向けた施策を展開する。  

※生き活き指標 

岡山空港の国際線利用者数  

平成 27 年度：15 万人⇒平成 32 年度：

25 万人） 

 

(2) 観光戦略を考慮した施策の検討（意見） 

 

この事業は、岡山空港に運航する国際定期便

の週当たり便数を増 加させることを目標 とし

ていることから、岡山空港イン・アウトを重視

した施策となっている。  

観光戦略の観点から、例えば、他の空港を利

用した外国旅行者を県内に誘致する取組など、

岡山空港イン・アウトにこだわらない施策につ

いても検討されたい。  

 

 

平成 29 年度から、増加するＦＩＴや

広域観光需要に対応するため、国内他

空港との連動を強化した「国際路線利

用者開拓チャレンジ事業」を予算化し、

利用者数の拡大に努める。  

※ＦＩＴ（Foreign Independent Tour）

とは、団体旅行やパッケージツアー

を利用することなく個人で海外旅行

に行くこと。 

 

(3) 空路利用を促進する会の今後の体制の検討（意見） 

 

平成 27 年度における「空路利用を促進する

会（以下「空路会」という。）」の収入は 129,244

千 円で あ り 、そ の う ち 県の 負 担 額 は 106,777

千円となっており、平成 28 年度予算では、さ

らに大幅に増加している。  

新規路線の誘致が実施される等、空路会が多

額の金銭を扱う蓋然性も高く、県において直接

 

平 成 28 年 度 の 空 路 会 の 収 入 は 、

298,966 千円であり、そのうち県の負担

額は、288,177 千円である。 

県負担事業のうち、新規路線に対す

る運航支援（予算額 152,250 千円）に

ついては、運航実績によって航空会社

へ支払うもので、必ずしも空路会を通
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執行することをも視野に入れながら、さらなる

透明性の確保とエア ポートセールスとの 両立

を検討されたい。 

 

じて支払う必要はないため、平成 30 年

度から県の直接執行とする。  

また、空路会で引き続き実施する事

業についても透明性の確保に努めると

ともに、岡山空港の拠点性を向上させ

るため、既存路線の維持・拡充、新規

路 線 の 就 航 を 航 空 会 社 等 へ 働 き か け

る。 

 

(4) 未回収会費の徴収実施（意見） 

 

空路会は、法人会員及び個人会員により組織

されており、会員から年会費 5 千円を徴収して

いるが、過去 3 年間は毎年 80 千円～90 千円の

未回収会費が発生している。  

公平・公正の観点から、適切に徴収すること

が望ましい。 

 

 

未納会員に対し、電話または直接訪

問することで、空路会の趣旨を説明し、

会費の納入を依頼している。 

 

2 首都圏アンテナショップ事業 

(1) 証憑保管の徹底（指摘事項） 

 

鳥取県・岡山県共同アンテナショップ運営協

議会事務局が、キャ ンペーン景品の購入 に際

し、プレミアム商品券 500 千円分を購入し、そ

れを用いて景品を購入しているが、商品券を購

入した領収書は保管されていたものの、商品券

での景品購入の領収 書が保管されていな かっ

た。 

商品券を使用した取引であっても、証憑の保

管を徹底すべきである。  

 

 

今後、同様の商品券が発行され、そ

の商品券で商品を購入する場合は、郵

券等の取扱いに準じて受け払い簿を作

成し管理することとし、他の会計書類

と併せて、領収書の保管を徹底する。  

(2) 委託先選定条件の精査（意見） 

 

プロポー ザル方 式に より業者 選定を 行っ て

いるが、選定審査で考慮する項目に見積金額が

含まれていない委託事業があった。  

いずれも 委託限 度額 に近い金 額で選 定さ れ

ており、経済性の観点から、見積金額も考慮す

ることを検討することが望ましい。  

 

 

今後、プロポーザル方式により業者

を選定する場合、審査項目に見積金額

の考慮を加えるなど、経済性も観点に

入れた業者選定を行う。  

 

(3) 入館者数の増加のための継続的取組の実施（意見） 

 

平成 26 年度及び平成 27 年度のアンテナショ

ップの入 館者数 は、 それぞれ 平成 26 年 度が

279,157 人、平成 27 年度が 492,611 人（平成

26 年度は、平成 26 年 9 月 28 日～平成 27 年 3

月 31 日）である。 

アンテナ ショッ プは 足を運ん でもら うこ と

が重要な要素であり 、入館者数を増やす こと

 

ショップ内での Wi-Fi 環境の整備や

イート・イン・コーナーの設置、店舗

入口展示の工夫など、魅力的な店舗づ

くりを進めているところである。  

また、近隣の他県のアンテナショッ

プとの連携や、ＳＮＳを活用した効果

的なＰＲ等を行い、多くの人に足を運
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が、物産・観光ＰＲの推進につながると考えら

れることから、それに向けたさらなる施策の検

討を行うことが望ましい。  

 

んでもらえるよう取り組む。  

 

(4) アンテナショップ運営体制の見直し（意見） 

 

アンテナショップは、10 時から 22 時まで営

業しており、様々な調整業務が発生することか

ら、運営に係る業務 負担は大きなものと 思わ

れ、県職員には、相当の負担がかかっている状

況にある。 

首都圏における認知度向上を行う等、アンテ

ナショップが行って いる業務の重要性に 鑑み

れば、効率的な運営方法の検討や体制の充実な

ど、現状の運営体制の更なる見直しを検討する

ことが望ましい。 

 

 

職員の心身にできる限り疲労がない

よう、勤務形態を「早出出勤」「遅出

出勤」と分けるなど、柔軟な 勤務がで

き る よ う 体 制 を 整 え て い る こ と に 加

え、必要に応じ、東京事務所等からの

応援職員派遣や、資料作成等の業務を

分担するなど、現場職員の業務負担の

軽減に努めている。 

 

3 観光客動態調査 

(1) 調査データの効果的活用（意見） 

 

平成 28 年に発行した「岡山県観光客動態調

査報告書」の作成のための前提となるパラメー

ター等の調査を行うものであるが、実施された

調査項目の中には、同報告書で活用されていな

いものが含まれていた。  

当該調査データは、観光施設 10 箇所で調査

員が実地にて調査し た有用なデータであ るこ

とから、観光施設ごとの詳細な分析等に活用す

ることが望ましい。  

 

 

パラメーター調査は、立ち寄る観光

施設そのものではなく県内への観光全

般に係るアンケート調査であるが、有

用なデータについては活用していく。  

 

4 晴れの国おかやまデスティネーションキャンペーン 

(1) 委託業者選定方法の精緻化（意見） 

 

この事業の中で、キャンペーンガイドブック

の作製について、当初 20,952 千円で契約され

たものの、デザイン等が想定したものと異なっ

ていたこと等から、別の業者が協力することに

なり、約 4,000 千円を追加し、変更契約が行わ

れている。 

原因は、業者の能力を見極められなかったこ

と、当初の予定価格が少なかったことも考えら

れる。予定価格の設定は、前回のデスティネー

ションキャンペーン の際のガイドブック 作製

業者からのヒアリングによるものであり、デザ

イン料の見込みが甘かったとも考えられる。  

予定価格 を見積 書等 の入手に より設 定す る

場合は、可能な限り複数業者より入手するなど

して設定すべきであり、予定価格の設定方法が

適切であったとはいえない状態である。また、

 

本件を踏まえ、平成 29 年度配布用の

ガイドブック作成に係る予定価格設定

に際しては、参考見積の徴取先を印刷

会社から写真撮影や広告宣伝などの企

画 制 作 に 実 績 の あ る 事 業 者 に 変 更 し

て、既に改善に取り組んだところであ

る。 

今後とも、予定価格の慎重な設定に

努めていく。 
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結果として、デザインの修正のために、選定し

た委託業者との再三の打ち合わせや、最終的に

はデザイン面での協力業者への依頼など、金額

コストが増加しただけでなく、事務コストも相

当量増加し、非効率な業務執行となった。  

今後の予定価格の設定においては、予定価格

の重要性を再認識し、慎重に設定されたい。  

 

(2) アンケートの入手及び効果的な活用（意見） 

 

この事業 の中で のレ ンタカー の割引 企画 で

は、利用者からのアンケートは入手していなか

ったが、県の観光施策において役立つ情報は創

意工夫により積極的 に取り入れるように する

ことが望ましい。 

 

 

アンケートは、観光客のニーズ等を

把握する有効な手段であるため、 今後

は積極的に取り入れていく。 

 

5 岡山後楽園賑わい創出事業 

(1) 幻想庭園の魅力向上（磨き上げ）の継続的実施（意見） 

 

幻想庭園は以下のようなことも検討し、さら

に魅力を高めることが望ましい。  

 

幻想庭園の知名度をもっと広めていくこと。 

 

 

 

 

 

 

見どころを伝える ナイトボランティア が土

日の休日しか実施しておらず、平日に訪れる

観光客に魅力を伝える機会が少ない。  

 

 

茶店等の蛍光灯の光が、現実的であり、幻想

庭園の雰囲気を損なっている。  

茶店等での飲食について、魅力を向上できる

余地がある。 

 

 

 

 

駐車場の出口渋滞 について改善すべき であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

県内では、恒例のイベントとして定着

してきていると考えているが、今後は、

観光キャンペーンをより積極的に活用

していくほか、旅行業界やメディアに

対する情報提供をできるだけ早めに 行

うなど、一層のＰＲに努めたい。 

 

2017 年夏の幻想庭園では、平日も実

施することとした。今後 、参加状況も

見ながら、可能な範囲で 平日の実施日

数を増やしていくことを検討する。 

 

一定程度の投資が必要であり、 民間

業 者 の 経 営 に 関 わ る 事 項 で も あ る た

め、早急な対応は難しい面がある。 し

かし、メニューの充実等を行う動きも

出てきており、今後とも、茶店等と意

見交換を行う中で、魅力向上に向けた

取組の検討を続けたい。 

 

従来から、混雑時には警備員の増員

等で対応を図ってきたが、今後は、事

前精算機の増設や案内板の改善を行う

などの対応を行う。 
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(2) 幻想庭園の収益性向上（意見） 

 

幻想庭園は、入園者が最大値の入園料を支払

ったとして、入園料で経費が賄えていない状態

である。いわゆる特別展のようなものであり、

通常の入園料に加算 するといった議論が 行わ

れることは有益であると考える。  

また、幻想庭園の魅力を損なうことなく、現

状の支出を削減できないかについて、絶えず検

討していくことが望ましい。  

  

幻想庭園実施中の入園に特別料金を

加算することは、県民の負担を増やす

こととなり、県民へのサービス低下に

もつながることから、慎重な議論が必

要となってくる。しかし、入園者の負

担のあり方を検討することは有益であ

ることから、他の自治体での同様のラ

イトアップイベントの実施状況も参考

にしながら、研究を行っていきたい。 

また、魅力を損なわない範囲での経

費の削減についても、実施内容を点検

し、見直しを行っていく中で併せて検

討していく。 

 

6 爽快！岡山満喫サイクリングロード事業（推奨ルート選定等）  

(1) レンタサイクルの利便性向上（意見） 

 

おかやま旅ネットにおいて、選定されたサイ

クリング推奨ルート 上にあるレンタサイ クル

を把握することは容易ではない。また、レンタ

サイクルは、ほとんどのルートで貸出地に返却

する必要がある。 

県外観光客や家族連れの利便性を高め、サイ

クリング推奨ルート の利用を促進するた めに

もレンタサイクルの利便性を高め、観光客誘客

に繋げていくことが望ましい。  

 

 

返却場所についての調整は、直ちに

は困難であるが、今後作成するルート

マ ッ プ に レ ン タ サ イ ク ル 店 を 記 載 し

て、利用者の利便性を高め、観光客誘

客に繋げていく予定である。  

7 岡山空港インバウンド受入拡大事業 

(1) アンケートの回収徹底（意見） 

 

アンケート用紙を配付・回収を行う宿泊施設

側の外国語対応不足等により、アンケートの回

収率が 11.8％という状況であることから、ア

ンケート実施主体について再検討するなど、創

意工夫のうえ、回収 率を高めることが望 まれ

る。 

 

本事業は、国の地域活性化・地域住

民生活等緊急支援交付金（地域消費喚

起・生活支援型）で実施したもので、

平成 28 年 1 月に完了し、今後実施する

予定はないが、意見のとおり、回収率

が低かったため、今後、同様の事業を

実施する場合は、アンケート実施主体

などを検討し、回収率を高める工夫を

していきたい。 
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(2) 郊外宿泊施設への誘客検討（意見） 

 

参加を表明した県内宿泊施設のうち、実際に

制度を利用した外国人旅行者が宿泊し、助成金

の申請を行った宿泊施設は、岡山市内に集中し

ている。 

同市内の宿泊施設と比較して、行楽シーズン

においても比較的稼 働率に余力のある郊 外の

宿泊施設への誘客を主導した方が、地域活性化

に繋がることから、郊外の宿泊施設の場合には

助成額を高くするか、岡山空港から宿泊施設ま

での貸切バス費用を 助成する等の工夫を 行う

ことが望ましい。 

 

当時、岡山空港の国際線は、ソウル

線、上海線の２路線で、両便とも遅い

時間帯に到着するため、宿泊は空港に

近い岡山市内に集中した。  

平成 29 年３月から、山陰、瀬戸内、

四国 10 県が、高速道路会社、レンタカ

ー協会等と連携し、当該地域における

外国人個人旅行者のドライブ旅行を推

進している。 

平成 28 年に就航した香港線、台北線

の利用者は、レンタカーを利用する個

人旅行者が多く、郊外の宿泊施設を利

用しやすいことから、海外の旅行会社

に対し、同キャンペーンの趣旨を説明

し、郊外の宿泊施設の利用を促してい

きたい。 

 

8 ふるさと旅行券「晴れらんまん おかやまの旅」発行事業 

(1) 事業経費積算の精緻化（意見）  

 

委託料の積算にあたり、発券（額面）総額の

10％をコンビニエン スストアに支払う決 済手

数料として積算していたが、実際は販売額（券

面額の 50％）の 10％として精算されており、

正しく積算すれば、より多くの助成金に充てる

ことができたと考えられる。  

他県を参 考に当 該率 を採用し たもの であ る

が、さらにコンビニエンスストア等に対し、見

積書の提示を求めることで、より適正な積算根

拠を入手すべきであり、今後は、経費の積算を

慎重に行うことが望ましい。  

 

 

事業費の経費積算に際しては、これ

までも慎重に行ってきたところである

が、今後、コンビニエンスストア を活

用した事業を実施する際には、御意見

の内容も踏まえた積算方法を 検討した

い。 

 

(2) 発行コスト削減方法の検討（意見） 

 

ふるさと 旅行券 のコ ンビニシ ステム によ る

発券コストは大きく、削減によりふるさと旅行

券をより多く発行することができる。  

一部を首 都圏ア ンテ ナショッ プで直 接販 売

するなど、発券コストの削減への取組を積極的

に行うことを検討されたい。  

 

 

今後、ふるさと旅行券を発行する場

合には、購入者の利便性を考慮しなが

らも発券コストの削減を図り、旅行券

が よ り 多 く 発 行 で き る よ う 努 め て い

く。 
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(3) 県外旅行者誘致方法の検討（意見） 

 

ふるさと旅行券の販売において、レンタカー

割引券とのセット販 売や首都圏アンテナ ショ

ップでの直接販売など、県外からの旅行者を誘

致できるような取組 について積極的に検 討さ

れたい。 

 

 

今後、ふるさと旅行券を発行する場

合には、県外からの旅行者を より多く

誘致できるよう効果的な取組を検討す

る。 

(4) アンケートの効果的活用（意見） 

 

ふるさと 旅行券 のア ンケート 結果の 分析 等

がまだ行われていないが、分析結果から、旅行

者ニーズを把握するなど、今後の観光施策に活

用することが望ましい。  

 

 

旅行者のニーズ把握は重要であるこ

とから、アンケート結果等を踏まえ、

平成 29 年度当初予算へ体験型観光の推

進等を盛り込むなど観光施策に活用し

た。 

9 公益社団法人 岡山県観光連盟 

(1) 着地型観光推進事業（旅行商品化の促進） 

ア  助成金額の算定誤り（指摘事項）  

 

この事業では、「助成金計算書」に基づき助

成金額を決定しているが、個人型の計算表を適

用すべきところ、誤って団体型の計算表を適用

して算定したことから、当初予定の助成金額と

異なる金額で助成される結果となっている。  

あらかじめ実施手順等を定め、適切に実施さ

れるように、事業実施体制を改善する必要があ

る。 

 

この事業は、平成 27 年度から実施し

ているもので、指摘を受けたのは、開

始当初の第 1 期分についてであり、集

客目標による計算表が、個人型と団体

型が酷似していたため、その適用を誤

ったものである。  

また、申請のあった個人型（23 件）

と団体型（3 件）の商品 26 件を一覧表

に整理し、一括して助成予定額を決定

したため、チェックが不十分となった

ものである。 

現在は、集客目標による部分を含め、

助成要件を整理したうえで、申請 1 件

ごとに助成金計算書を添付しチェック

している。 

 

イ 実績報告の入手徹底（意見）  

 

助成要項上、助成した旅行商品についての集

客実績報告を提出することになっているが、す

べての助成先から集 客実績報告を入手し てい

る訳ではない。 

効果測定の観点から、すべての助成先から入

手し、その効果分析を十分に行うことを検討さ

れたい。 

 

 

 

 

 

現在は、商品の募集期間終了後報告

のない場合は再度 依頼するなど、すべ

ての助成先から実績を入手することに

より、造成された商品の成果を確認し

ている。 
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ウ 助成条件の精査（意見）  

 

助成するに当たっては、実際の集客実績は考

慮されていないが、有効性の観点からは、集客

実績を考慮することも検討されたい。  

 

本 事 業 は パ ン フ レ ッ ト の 集 客 効 果

と、店頭掲出など旅行会社による宣伝

効果を期待して、パンフレット等の作

成費を助成しているものであり、定番

の商品に加え、新たな観光地等の掲載

を期待している。集客実績を考慮する

と、実績の裏付けのない新規の商品造

成が難しくなる恐れがあるとともに、

設定期間の長い（6 ヶ月）商品もあるこ

とから、助成要件に集客実績を考慮す

るのは困難と考えるが、引き続き、そ

の方策については研究したい。  

なお、集客目標に比べ、実績が著し

く低かった場合は、その旨を伝え、目

標は実態が反映されるものになるよう

依頼している。 

 

(2) 着地型観光推進事業（発掘・磨き上げとプラットフォームシステムの活用）  

ア  見積書入手方法の検討（意見）  

 

委託先とは、平成 26 年度からの 3 年間の継

続を前提とした随意契約を行っているが、委託

金額について、平成 27 年度の見積書を入手し

ていなかった。 

3 年間継続を前提とするならば、当初から 3

年分の見積書を入手することが望ましい。  

 

業務委託契約は 1 年ごとに行ってお

り、見積書も毎年度徴するべきであっ

たが、平成 27 年度の委託金額について

は、協議を通して両者で合意していた

ため、契約にあたって見積書 の徴取を

失念したものである。 

平成 28 年度については見積書を徴取

している。 

 

(3) フィルムコミッション活動連携事業 

ア  事業成果の効果的活用（意見）  

 

ロケーシ ョン撮 影の 誘致に取 り組む この 事

業は、ロケ地情報の提供、研修会の開催、誘致

活動等を行っているが、他の事業やイベント等

において、本事業と連動するロケーション地、

ロケーション実績な どを十分に活用して いる

と言える状況にはなく、有効性の観点からは、

他の事業やイベント との連携について検 討す

ることが望ましい。  

 

ロケが行われた地元が作成するロケ

地マップの作成や、ロケ風景・俳優が

着用した衣装の展示イベント等ＰＲに

加え、連盟が運営するホームページ「お

かやま旅ネット」に映画の名場面とな

ったロケ地と観光地などを組み合わせ

た特集ページを作成し、ロケ地への誘

客を図っているところであり、今後と

も連携を強化していく。 

＜昨年度作成した特集ページ＞  

・「君と百回目の恋」  

・「ひるね姫」 
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(4) 戦略的情報発信事業（外国語ホームページの構築） 

ア  委託先選定過程の保存徹底（意見）  

 

委託先選定にあたって、企画提案コンペの採

点表の様式が決定されていたが、提案された内

容の優劣が明らかであったため、この採点表を

用いた採点を行うことなく、採点者間の合議に

より委託業者の決定が行われている。  

業者選定 に係る 透明 性の確保 及び事 後検 証

を可能とするため、選定過程等を記録して残す

ことが望ましい。 

 

 

業者選定における透明性の確保のた

め、選考手順の記録は必要と考え、今

後は留意して取り組む。  

 

Ⅱ 観光事業（全体）について  

1 二次交通 

(1) 二次交通整備方法の検討（意見） 

 

岡山県はその地理的特性から、新幹線・特急

列車や岡山空港の国際線の本数も多く、一次交

通は比較的整備されているが、主要な観光地は

市街地から遠くに点在し、最寄駅からも遠く、

二次交通において課題がある。  

二次交通 手段確 保の ための二 次交通 事業 者

に対する運営費の補助や、二次交通を利用する

観光客向けの利用代金の補助など、二次交通手

段の確保に関する取 組を強化することが 望ま

しい。 

 

 

本県の観光振興を図るうえで、二次

交通の充実が課題の一つであると認識

しており、二次交通 手段の確保に関す

る取組を強化したい。  

(2) レンタカー利用を前提とした観光ＰＲの実施（意見） 

 

岡山県はその地理的特性から、鉄道・バスを

前提とするよりも、レンタカーを前提とした二

次交通の整備を行う方が、観光客の利便性向上

に繋がると考える。  

デスティ ネーシ ョン キャンペ ーン期 間中 だ

けでなく、平常期間におけるレンタカー補助に

ついても検討を行うことが望ましい。     

また、レンタカー利用に関する情報提供の面で

も、乗り捨て返却が可能な県内のレンタカー営

業所を観光マップに織り込む等、利用者の利便

性を向上させる方法を検討されたい。  

 

 

 

 

 

 

 

 

二次交通の充実に向けて、レンタカ

ー利用の促進を図ることは効果的、か

つ効率的であると考えており、今後、

レンタカー事業者と、より一層の連携

強化を図り、観光客の利便性向上に努

めたい。 
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(3) 外国人旅行者への対応方法の検討（意見） 

 

外国人旅行者にとって障害となるのが、言葉

の壁であり、岡山県での観光で利便性の高いレ

ンタカーにおける外国語対応が課題である。  

外国語の案内標識の設置、一方通行・駐車禁

止区間などの県固有 の道路事情を記載し た外

国語の運転案内の作成、事故・違反が起きた際

の電話サポート窓口 の設置等の整備を行 うこ

とが望ましい。 

 

 

中国語（繁体字）のドライブマップ

の作成や香港メディア等へのＰＲを実

施することにより、レンタカ ー利用を

促進し、利便性を向上させる事業を鳥

取県と連携して実施していく。 

2 広域連携 

(1) 効果測定方法の検討（意見） 

 

広域観光周遊ルート「せとうち・海の道」の

形成に係る目標として、瀬戸内 7 県の外国人延

べ宿泊者数 600 万人を掲げているが、県内の外

国人延宿泊者数の増加数等、単県としての目標

値設定及び効果測定 の方法が構築されて いな

い。 

支出の効果を把握するためにも、目標値を設

定し、実績値との比較による効果測定を行うこ

とが必要であると考える。  

観光客動態調査として、「県以外の立ち寄り

都道府県」、「来訪した「きっかけ」」などに

ついて聞き取り調査を行っており、今後は当該

調査を利用するなどして、有効な成果把握の方

法を構築することが望ましい。  

また、単県による成果把握のほかに、広域観

光連携を行う過程において、連携した成果把握

の方法も検討されたい。  

 

 

広域観光周遊ルート「せとうち・海

の道」では、国が三大都市圏以外の地

方での目標を 7000 万人泊としているこ

とから各県の目標値を設定し、その積

み上げにより、目標設定をしている。  

一方、岡山県では、 「新晴れの国お

かやま生き活きプラン」で平成 32 年度

の旅行者宿泊者数を 30 万人にすること

を目標にし、その達成度により県の事

業について検証することとしている。  

また、広域観光連携の成果把握につ

いては、せとうち観光推進機構では、

来訪意向度、来訪者満足度、再訪意向

度などを定量目標として掲げており、

独自調査を実施することとしているの

で、これらも参考にしながら方法を研

究したい。 

 

(2) 観光資源の魅力向上（磨き上げ）の継続的実施（意見） 

 

広域観光 周遊ル ート の形成で の県内 観光 地

としてモデルコースに含まれているのは、以前

より知名度のある観光地がほとんどである。県

内の観光地には、モデルコースから著しく外れ

ない範囲で他にもコ ンセプトに沿ったも のが

複数存在するため、コンセプトに沿った形で県

内観光地をさらに磨き上げるよう、所管する市

町村に対して働きか けを行うこと等を検 討さ

れたい。 

 

 

 

 

 

 

 

観光客の多様化するニーズに対応 す

るためには、観光素材の開発や体験型

観光の発掘などの推進にあた り、地域

の歴史、文化に精通している市町村の

役割が重要であり、 今後ともより一層

連携を強化していく。 
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3 市町村連携 

(1) 市町村観光課担当課長会議の積極的な活用（意見） 

 

市町村観光担当課長会議は、単に県からの説

明の場となっている。  

市町村観光課担当課長会議を、県及び市町村

が活発に連携する場 として積極的に活用 され

ることが望まれる。  

 

 

県の観光振興を図るうえで、市町村

や観光事業者との連携は重要であり、

今後とも市町村担当課長会議の場を積

極的に活用していく。 

4 教育旅行 

(1) プロモーション方法の検討（意見） 

 

来県実績 のない 学校 に的を絞 り個別 訪問 に

よるプロモーションを実施しているが、中国地

方・瀬戸内等の広域で連携して説明会を開催す

ることにより、単県で実施するよりも少ない予

算でより多くの関係 者に向けたプロモー ショ

ンを実施出来ること が期待できると考え られ

る。 

単県によ る個別 訪問 によるプ ロモー ショ ン

のみならず、広域連携型説明会への参加や広域

での教育旅行プラン の提案なども検討す るこ

とが望ましい。 

 

 

これまでの、学校や旅行会社への 個

別訪問や広域の教育旅行プラン提案 に

加えて、今年度から、旅行会社が主催

する教育旅行等商談会参加や担当教諭

等の視察招致活動など、取組を強化し

ているところであり、広域連携型説明

会 の 開 催 に つ い て も 検 討 し て い き た

い。 

5 岡山後楽園 

(1) 滞在時間伸長に繋がる誘客企画の継続的な実施（意見） 

 

入園者アンケートによると、岡山後楽園の滞

在時間で最も多い回答は 1 時間 30 分未満と短

いことが問題点として挙げられる。  

岡山市内 におい て滞 在時間を 延ばす ため に

は、後楽園周辺の整備や周辺施設との連携強化

により周遊の推進を 図ることはもちろん であ

るが、まずは、岡山後楽園の魅力を高め単独で

の滞在時間を延ばすことが有用であり、そのた

めに、食事処や土産物店の魅力向上、体験型・

交流型の観光企画の 開発などを検討する こと

が望ましい。 

 

  

平成 29 年度から、従来から実施して

いた「旬彩市場」や「和のおもてなし

事業」などに加えて、「感動体験プロ

グラム」の開発・実施を行っている。

園内の建物を無料開放し、建物からの

眺めを楽しんでもらいながら、簡単な

和文化にも触れていただくといった内

容の取組に加えて、子どもや外国人向

けのメニューも開発し、多くの方々に、

長時間楽しみながら、後楽園への理解

を深めてもらえるような取組を進めて

いく。 
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